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か。 

 

ク 特定関連会社、関

連公益法人等に対す

る個々の委託の妥当

性、出資の必要性が明

確にされているか。 

 

 

推進に関する委託事業の公募 1件である。応募内容につ

いては、外部委員を含む企画審査委員会において、当該

事業の契約候補者として妥当であると判断し契約した。

なお、同社については、農業現場に広く普及するように

低コストでの製造に必要な共通製造基盤を整備する事

業等のため民間と共同で出資を行っている。 

 

企画審査委員会の判断を踏まえ契約するなど、妥当性の明

確化に努めた。 

 

 

 

以上のことから、「経費の削減」に関しては、中期計画

に対して業務が順調に進捗しているものと判断する。 

 

の妥当性を確認している。公益法人等に対する支出

については、点検等を行うとともに、ホームページ

で結果を公表している。 

以上、中期目標に照らして、着実な取組が行われ

ていることから評定をＢとする。 

 

＜今後の課題＞ 

引き続き一者応札や競争性のない随意契約の解

消、複数年契約の実施などに取り組むことにより、

さらなる経費の節減に努めること。 

 

 

４．その他参考情報 

調達等合理化計画にかかる自己評価掲載 URL（http://www.naro.affrc.go.jp/public_information/additional_resolution/09/index.html） 
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＜今後の課題＞ 

今後は研究成果の社会実装をより加速化する観点

から、民間企業と連携した成果の実用化研究や、公設

試験研究機関等と連携した成果の普及・展開活動がよ

り一層求められる。 

また、海外への人材派遣等については、JIRCASとの

一層の連携を期待する。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ 海外機関及び国際機関等との連携の促進・強化 

当該項目の重要度、難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

（該当なし）         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

 食料・農業・農村に関する技術の研究開発を効率的かつ効果的に推進するため、国民への食料の安

定供給及び我が国が果たすべき国際的責務を考慮し、海外機関、国際機関等との連携を積極的に推進

する。 

中期計画 

① 地球規模の食料・環境問題や社会経済のグローバル化に伴う様々なリスクの発生等に適切に対応

するとともに、質の高い研究開発を効率的・効果的に推進するため、国際学会における研究成果の発

表等に努めるとともに、科学技術協力に関する政府間協定等を活用し、海外諸国や国際機関との共同

研究等を推進する。 

② 食品分析等の標準化を推進するため、海外機関等と連携し試験室間共同試験等に参加する。また、

海外の獣医関係研究所等と連携して口蹄疫や鳥インフルエンザ等の越境性疾病に関わる調査研究活

動を推進するとともに、国際かんがい排水委員会（ICID）等海外機関との連携を強化し、水の利用・

管理技術に係る国際的な研究活動を推進する。 

年度計画 

① 食料の安定供給等の国際的な課題へ適切に対応するとともに、質の高い研究開発の効率的・効果的推進のため、国際学会における研究成果の発表等に努める。また、科学技術協力に関する政府間協

定等を活用し、海外諸国や国際機関との共同研究等を推進する。国際機関等との連携を促進するため、覚書（MOU）の締結についても積極的に取り組む。 

② 欧州委員会共同研究センター（JRC）が主催する遺伝子組換え米検知に関する試験室間共同試験への参加要請及び、特定非営利活動法人国際生命科学研究機構（ILSI）からアレルゲンに関する試験

室間共同試験への参加要請に引き続き積極的に対応する。 

感染症研究国際展開戦略プログラムにより東南アジアにおける豚及び鳥インフルエンザの疫学調査研究を実施する。国際獣疫事務局（OIE）主催による口蹄疫に関連した会議等に口蹄疫の専門家として

職員を派遣するなどして適切に対応する。また、農水省委託プロジェクトを活用してタイ、ベトナム及び台湾と高病原性豚繁殖・呼吸障害症候群や豚コレラ等の越境性疾病に関する共同研究を実施する。 

国際かんがい排水委員会（ICID）等との連携の下、水の利用・管理技術に関する研究を推進する。また、韓国農漁村研究院等海外機関との研究協力を進める。 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （指標１－６）  

ア 国際学会・国際会

議への参加や成果発

表、海外諸国や国際研

 

１．国際会議に延べ 34 名、国際学会での成果発表等のた

めに延べ 201名、現地調査等のために延べ 243名を短期

海外派遣した。MOU締結等による国際連携については、

評定：Ｂ 

平成 27年度の国際研究集会等へ延べ 478名を派遣した。

また、オランダワーヘニンゲン UR との農業科学技術分野

における研究の推進に関する MOU 等、新たに 11 件の国際

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

国際学会・国際会議への参加や成果発表について

は、延べ 34 名を国際会議等へ短期派遣するほか、延
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究機関との MOU締結等

の実績はどうか。 

 

イ 食品分析等の標

準化に向けた試験室

間共同試験、口蹄疫や

鳥インフルエンザな

どの共同調査研究、水

の利用・管理技術の研

究等に関する国際機

関との連携強化が行

われているか。 

 

平成 27年度に開始した 11件を含めて計 48件実施した。 

２．IAEA の主催する放射性物質の技能試験への参加、タ

イ国内での豚インフルエンザのサーベイランス活動の

実施、国際かんがい排水委員会モンペリエ会議での洪水

総合管理作業部会副部会長を務める等、食品、動物衛生、

農村工学等の国際機関との連携も順調に進捗した。 

 

 

連携に関する合意文書を締結して推進した。 

食品、動物衛生、農村工学等の国際機関との連携も順調

に進捗した。 

 

 

 

以上のように、評価指標に対しては、知的財産等に配慮

しながら適正かつ効果的、効率的に対応しており、全体と

して中期計画を着実に達成したものと判断する。 

 

べ 201名が海外で開催された国際研究集会等において

研究成果の発表や座長を努めている。海外諸国や国際

研究機関との MOU 締結の実績については、平成 27 年

度に開始した 11件を含めて計 48件実施している。 

食品分析等の標準化に向けた試験室間共同試験等

に関する国際機関との連携強化については、国際原子

力機関（IAEA）の実施する食品照射に係る共同研究プ

ログラムへの参加や、タイ国立家畜衛生研究所に設立

した人獣感染症共同研究センターに職員を派遣し、豚

インフルエンザのサーベイランス活動を実施するな

どしている。また、感染症研究国際展開戦略プログラ

ムによりベトナムにおける豚及び鳥インフルエンザ

の疫学調査研究を実施している。水の利用・管理技術

の研究等に当たっては、国際かんがい排水委員会

（ICID）モンペリエ会議において作業部会副部会長及

びジャーナル編集委員を務めたほか、国際水管理研究

所に 1名の研究職員を長期派遣している。 

以上、中期目標に照らし、着実な取組が認められる

ことから評定をＢとする。 

 

＜今後の課題＞ 

今後の法人においては、これまでの生物研、農環研

の役割も引き継ぎ、かつ、食料安定供給と我が国が果

たすべき国際的責務を考慮し、引き続き海外機関や国

際機関との連携を期待する。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１－１―（１）―① 新世代水田輪作の基盤的技術と低コスト生産システムの構築 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法第十四条 

当該項目の重要度、難易度  
関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度   23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

主要普及成果数 2 3 2 2 4  投入金額（千円） 400,048 301,778 234,168 439,173 518,537 

品種登録出願数 0 0 0 0 0  うち交付金 157,883 147,478 142,916 303,284 265,369 

特許出願数 13 7 6 3 7  人員（エフォート） 83.2 76.2 73.4 80.3 81.7 

査読論文数 54 53 42 57 68        

プレスリリース数 2 4 1 3 1        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

水田作農業の競争力・自給力を強化するため、一層の低コスト化と生産性向上、二毛作の拡大や耕

作放棄地の解消等による耕地利用率の向上に向けた生産システムの確立が課題となっている。畑作農

業については、国内生産の対応が遅れた加工・業務用を中心に、多様な需要に対応した安定した畑作

物・露地野菜の低コスト供給システムの確立が課題である。 

このため、新規需要向け、二毛作向け等の水稲品種、高品質な麦類、安定多収の大豆品種等の育成

及びその加工利用技術の開発、輪作における作業の競合や水田の汎用利用の障害となる湿害等の回避

技術、土壌肥沃度の低下対策技術、低投入雑草防除技術等を開発する。また、これらを組み合せ、イ

ネ、ムギ及びダイズを軸に、地域特性に応じてソバ、ナタネ、野菜等を加えた低コスト・高生産性水

田輪作システムを確立する。さらに、バレイショ、カンショ等の畑作物及び露地野菜について、省力・

低コスト栽培技術を開発するとともに、地域特性に適合した省力・低コスト畑輪作システムを確立す

る。このほか、農業技術体系の経営的評価手法と経営管理システムを確立する。 

特に、イネ、ムギ及びダイズを軸とした水田輪作体系では、品目合計の生産コストを平成 20年比で

5割程度削減可能な生産体系を確立する。畑輪作体系では、労働時間を現状の 4割以下にできるバレ

イショ栽培体系や、カンショの育苗・採苗に係る労働時間を 3割削減可能な育苗・採苗システムを開

発する。 

中期計画（大課題・評価単位全体） 

水田輪作の生産性向上と低コスト化、耕地利用率の向上に向けて、水田生産における基盤的な栽培

技術を高度化する。また、平成 20年比で、品目合計の生産コストを 5 割程度削減するとともに、耕地

利用率を 2割程度向上可能な地域特性に対応した水田輪作システムを確立する。 

中期計画（中課題１） 

慣行栽培に対して安定的に水稲収量 5割増、大豆収量 25％増を達成するため、水田生産の基盤技術

として、①多用途水稲品種等の低投入超多収栽培法、②地下水位制御システム等を利用した根粒機能

を最大限に活用する大豆安定多収栽培法、③地下水位制御システムによる用排水管理技術を開発する。 

中期計画（中課題２） 

地域条件に対応して、イネ－コムギ、オオムギ－ダイズを基幹とし、ソバ、ナタネ等の作物も組み

入れた高度な作付体系を可能とする栽培技術体系を確立・実証する。①作業適期が短い北海道・東北

地域では、グレンドリルやチゼルプラウ等を活用した高能率な大規模水田輪作システムを確立する。

②北陸地域の排水性の悪い重粘な土壌では、畝立て播種技術等によるムギ、ダイズの安定多収栽培と

エアーアシスト等による水稲湛水直播栽培を組み合わせた 2 年 3 作体系、③関東東海地域では播種時

期の降雨条件に対応した不耕起や浅耕播種技術と地下水位制御システムを組み合わせた2年4作体系、

④近畿中国四国地域では、寡雨条件の下で節水型の水稲直播とムギ、ダイズの簡易耕を利用した中小

規模水田の省力輪作体系を開発する。さらに、⑤九州地域では多様な作物に汎用利用可能な表層散播

機や、高温で生じやすい還元状態に対応した新規苗立ち促進素材等を用いた水稲直播栽培技術を開発

する。また、⑥土壌診断や雑草の埋土種子量診断等の圃場診断と雑草発生量の予測に基づく合理的な

資材の投入技術により、地力の維持、増進をもたらす土壌管理技術や除草剤使用量を 6 割程度削減で



26 
 

きる雑草管理技術を開発する。 

年度計画 

水田生産の基盤技術については、多収性水稲栽培での肥効調節型肥料を用いた窒素投入量低減化方法を検証するとともに、低窒素条件で多収となる品種の特性を利用した低投入超多収型栽培法を開発す

る。あわせて湛水直播，乾田直播での多用途水稲の低コスト栽培法を開発する。地下水位制御、施肥改善等により、ダイズの安定多収を可能とする栽培技術を開発する。あわせて、種子処理剤、茎疫病圃

場抵抗性の併用による出芽向上技術、耕種的防除による黒根腐病の発生抑制技術を開発する。土壌透水性や地下水位等、地下水位制御システムの導入条件を取りまとめ、用排水管理技術を提示する。また、

穿孔暗渠（カットドレーン）や営農用の有材補助暗渠工法「カットソイラ」の実用化と普及に向けた現地実証を進めるとともに、GPSを活用した傾斜明について営農体系での効果を検証する。 

地域条件に対応した栽培技術体系の確立・実証については、北海道・東北地域では、乾田直播や高能率な輪作作業技術の体系化を引き続きすすめ、現地での体系確立と経営評価を行う。水稲無コーティ

ング種子の代かき同時播種栽培について水管理法の検討と現地実証を行う。北陸地域では、多雪重粘土水田における輪作体系を対象に、水稲直播栽培、畝立て播種によるムギ・ダイズなどの安定栽培技術

を提示するとともに、地下水位制御システムを活用した 2年 3作体系の確立を行う。あわせてイネ稲こうじ病の薬剤散布適期判定システムの検証を行う。関東・東海地域では、不耕起播種機と地下水位制

御システムを活用した乾田直播水稲、コムギ、オオムギ、及びダイズ栽培マニュアルを取りまとめる。ディスク作溝型不耕起播種機を実用化する。生産費を平成 20年比で 5割削減する低コスト水田輪作シ

ステムを確立する。近畿中国四国地域では、地下水位制御システムを利用した節水型の水稲直播とコムギ・ダイズ・裸麦の安定多収栽培技術を実証するほか、水稲の少量播種乾田直播栽培や、シバ等低草

高草種による水田畦畔管理技術を開発する。さらに、中小規模水田において水稲直播・ムギ・ダイズの簡易耕を利用した輪作体系のうち水稲直播を現地実証するとともに、輪作営農モデルを提示し、栽培

管理マニュアルを作成する。九州地域では、表層散播機等による低コスト高能率作業技術を確立するとともに、土壌の還元による苗立ち障害を軽減するべんがらモリブデン被覆による水稲直播栽培につい

ては、普及に向けた現地試験を継続し、マニュアルを作成する。また、新規水稲直播栽培技術を核とした大規模水田輪作技術体系を現地実証し、経営評価を行う。このほか、地下水位制御システムを用い、

ダイズの省力安定多収栽培技術と高品質コムギの省力安定栽培技術を開発し、マニュアルを作成する。合理的な資材の投入による土壌管理技術及び雑草管理技術の開発のうち、北海道・東北地域では、有

機物を活用した地力の維持改善をもたらす持続的土壌管理技術を提示するとともに、除草剤の利用低減に向けた雑草防除技術を開発し、適用条件を策定する。関東・東海地域では、イネ-ムギ-ダイズの輪

作体系における有機物施用技術や除草剤使用量を平成 20年対比で 6割程度削減する低コスト除草技術を開発する。九州地域では、埋土種子診断に基づいた暖地型難防除雑草の総合的管理体系を提示して検

証する。 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

[主な業務実績] 

基盤的栽培技術については、多収性水稲品種「北陸 193

号」を用いて、肥効調節型肥料の利用で化成分施体系の

20-40％の窒素減肥条件で 800kg/10a 超の多収が達成で

きることを現地実証し、さらに早植え、密植、多肥の組

合せにより約 980kg/10a（石川県平年収量 519kg/10a：

1.7mmふるい目）の多収を 2年連続で実証した。 

ダイズでは FOEAS施工圃場（千葉県横芝光町）におい

て不耕起狭畦栽培を行い 248kg/10a（横芝光町平成 17年

～25年の平均収量 167kg/10a）の全刈り収量を得た。ダ

イズ黒根腐病については、2 週間程度晩播することによ

り、収量を減じることなく、発病度を低下させることが

可能であることを現地試験等で明らかにした。 

また、FOEAS の導入指針として、暗渠管埋設深さ

（-60cm）での土壌透水係数が 1×10-5cm/sオーダーより

も低い地区が好適であることを明らかにした。営農用の

有材補助暗渠施工機「カットソイラー」を開発し、現地

実証試験においてその有効性を確認するとともに、平成

28年 4月からの市販化（受注生産）につなげた。 

水田輪作システムについては、北海道では前年整地を

評定：Ａ 

[中期目標に照らし合わせた成果の評価] 

中期計画に記載されている数値目標のうち、水稲収量 5割増については、「北陸 193号」を用

いて現地（石川県）試験を行い、早植え、密植、多肥の組合せにより約 980kg/10a の多収を 2

年連続で実証した。ダイズ収量 25％増については、FOEAS（地下水位制御システム）施工圃場（千

葉県横芝光町）において不耕起狭畦栽培を行い 248kg/10a の全刈り収量を得ており、いずれも

目標水準を達成した。FOEAS による用排水管理技術については、土壌透水係数に基づく導入指針

や利用技術を含めた「水田輪作における地下水位制御システム活用マニュアル（改定版）」を作

成、公表した。 

地域特性に対応した水田輪作システムの確立については、東北ではプラウ耕とグレンドリル

播種体系の汎用利用によるイネ－ムギ－ダイズの 2 年 3 作体系を構築した。関東ではイネ－コ

ムギ－ダイズ－オオムギの 2 年 4 作体系を構築したが、作業競合や水稲の比率低下等の理由か

ら現地への導入が困難なため、改良した高能率な不耕起播種機と FOEAS の組合せによる 5 年 7

作体系で実証試験を行った。北陸では開発を完了したが市販化に到っていないエアーアシスト

による湛水直播に換えて FOEAS を活用できる乾田直播を選択し、イネ－オオムギ－ダイズの 2

年 3 作体系で現地試験を進めた。近畿中国四国地域ではダイズの部分耕同時播種を含めたイネ

－オオムギ－ダイズ作、九州においては表層散播機と土壌還元に対応したべんがらモリブデン

直播による輪作体系の実証試験を実施した。 

これらの結果、生産コストの 5 割削減については、プラウ耕グレンドリル播種によるイネ・

ムギ・ダイズ 2年 3作輪作体系の現地実証（宮城県）で、60kg当たり費用合計が東北平均の 40％

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 水田生産における基盤的な栽培技術の高度化に

ついて、増収技術に関しては、多収水稲品種と肥

効調節型肥料体系を組み合わせることで、慣行よ

り肥料を 2～4 割減らした条件でも目標収量を超

えたこと、地下水位制御システム（FOEAS）におけ

るダイズの不耕起狭畦栽培で目標収量を超えたこ

となどの成果により、目標を順調に達成した。 

高度な作付体系を可能とする栽培体系について

は、東北でプラウ耕・グレンドリル播種によるイ

ネ・ムギ・ダイズ 2 年 3作体系、九州で耕起と播

種同時の表層散播機による乾田直播・ダイズ作体

系を確立し、品目合計の生産コスト 5 割程度の削

減により、中期目標を達成している。 

合理的な資材の投入については、難防除雑草ク

サネムの耕種的防除と合理的な茎葉処理剤の利用

により、除草剤を慣行比で 6 割削減するなど、目

標を達成した。 

これらの開発技術は「革新的技術緊急展開事業」
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適用することにより、現行よりも水稲乾田直播を最大

39％拡大可能であることを実証経営において明らかに

した。東北ではプラウ耕グレンドリル播種によるイネ・

ムギ・ダイズ 2年 3作輪作体系を確立し、現地実証（宮

城県）で 60kg 当たり費用合計が東北平均の 40％削減と

なることを明らかにした。他地域でも FOEAS導入圃場の

場合に、北陸の耕うん同時畝立て栽培を活用した 2 年 3

作体系では 34％、関東の不耕起播種機を用いた 5年 7作

体系で 34％（全算入生産費）、中山間（中国地域）の 2

年 3作体系では 51％、それぞれ生産コストを削減できる

ことを実証した。また、2.4m幅ディスク作溝式不耕起播

種機、水稲無コーティング種子の代かき同時播種技術、

べんがらモリブデン被覆による湛水直播技術、表層散播

播種技術などを開発し、必要な作業機械や資材の市販化

の目処をつけた。 

合理的な資材投入に関しては、東北では水稲湛水直播

栽培について深水管理を活用した除草剤処理 1回体系を

開発し、タイヌビエ埋土種子量が m2当たり 1,000粒以下

の場合に適用可能であることを明らかにした。イネ稲こ

うじ病の薬剤散布適期判定システムの地方自治体への

導入を進め、薬剤の適期散布の現地実証を行い、本病の

発生を効果的に抑制できることを示した。関東では、難

防除雑草のクサネムが発生しているダイズ作圃場でも 4

年間の徹底防除と不耕起栽培の導入、ダイズ 2葉期の茎

葉処理剤の散布等により、慣行に比較して 6割程度削減

できる事例を示すとともに、そのリスクの評価も加えた

雑草防除支援システムを構築した。また、水稲－コムギ

－ダイズ－オオムギの 2年 4作体系において、ダイズの

無施肥、水稲の無リン酸・無カリ栽培でも、コムギ播種

前の熔リンの追加施用により土壌の可給態リン酸を一

定に維持できることを明らかにした。中国地域では、芝

生畦畔において除草ロボットによる除草を実施し、雑草

畦畔に比べて作業速度が僅かに向上することを明らか

にした。九州では除草剤抵抗性スズメノテッポウ対策に

開発した総合防除技術を全面的に導入した農家圃場と

周辺の未導入農家圃場の残草状況を調査し、導入圃場で

安定的な防除効果が得られていることを確認した。 

 

 

削減となることを明らかにした。他地域でも、FOEAS導入圃場の場合に北陸の耕うん同時畝立て

栽培を活用した 2年 3作体系では 34％、関東の不耕起播種機を用いた 5年 7作体系で 34％（全

算入生産費）、中山間（中国地域）の 2 年 3 作体系では 51％削減できることを実証した。平成

27年度は 8月以降の天候不順のために水稲、ダイズで収量が低く、平成 26年度より単位収量た

りの費用合計は高くなったが、3割ないし 5割のコスト削減が可能な技術体系はほぼ確立された

とみている。今後は収量の安定性の確保が課題である。 

合理的な資材の投入のうち除草剤使用量の 6 割削減については、難防除雑草のクサネムが発

生していダイズ圃場でも耕種的防除と合理的な資材の利用により、慣行に比較して 6 割程度削

減できる事例を示した。昨年度は難防除雑草が発生しないムギ圃場で、事前浅耕、浅耕播種等

と播種前の非選択性除草剤及び生育期茎葉処理剤の体系を組合せることにより、除草剤使用量

を最大で慣行の約 6 割程度削減できることを示しており、目標をほぼ達成した状況と判断して

いる。 

成果の社会的評価については、学会の論文賞を 4件受賞し、最新農業技術・品種 2015にも「水

稲作におけるリン酸肥料削減の基本指針」、「地下水位制御システムを用いた梅雨明け後に播種

するダイズの苗立ち安定向上技術」が選択されるなど、高い評価を得た。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

主な開発技術の普及状況は、FOEASが 10,141ha（平成 26年度 9,800ha：施工計画面積も含む）、

カッティングソイラー190ha（同 180ha）、カットドレーン 60台（同 40台）、グレンドリル 1,000ha

（同 800ha）、耕うん同時畝立て播種技術 10,000ha 以上（同 10,000ha）、小明渠浅耕播種機約

2,000ha（同 1,300ha）、鉄コーティング種子 15,000ha（同 12,000ha）、スズメノテッポウ総合防

除 1,000ha（同 500ha）などとなっている。普及拡大に向けては、出前技術指導、研究会、講習

会、シンポジウム、革新的農業技術習得支援研修、国費補助事業等の活用、ウェブの活用など

様々な手法を通して現場への浸透を図っている。とくに平成 27 年度は、「革新的技術緊急展開

事業」において現地検討会、成果発表会を実施したほか、「水田輪作における地下水位制御シス

テム活用マニュアル（改訂版）」、「北陸地域の水田輪作における地下水位制御システム利用マニ

ュアル」、「畦畔法面における二重ネット工法を用いたシバ（Zoysiajaponica）の植栽技術」、「水

稲湛水直播を核としたイネ・ムギ・ダイズ輪作栽培技術マニュアル」などマニュアルも多数刊

行して普及に努めた。 

 

[工程表に照らし合わせた進捗状況] 

平成 27年度は当初の中期計画で想定されていなかった技術の開発が進んだ。例えば、北海道

における乾田直播栽培の可能播種作業期間を拡大する前年整地、東北での水稲無コーティング

種子の代かき同時播種、営農排水対策の一環である「カットソイラー」や GPS を活用した傾斜

明渠等である。これらは、「革新的技術緊急展開事業」の中で取り組まれ、現地でもその有効性

が実証された。このため、一部はすでに普及が進みつつある。また、計画として掲げていたべ

んがらモリブデン被覆による湛水直播技術、表層散播播種技術なども上記事業を通じて現地実

証が行われ、資材や播種機の市販化の目処がたった。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

における現場実証を通して社会実装が進められ、

マニュアル化や出前技術指導、研究会等、様々な

手法で普及拡大が図られた。 

これらの成果に加えて、乾田直播における規模

拡大のボトルネックになっている春作業の労力分

散効果をねらった「前年整地体系」、従来よりもさ

らに省力・低コストな直播技術である「水稲無コ

ーティング種子の代かき同時播種」、農家が保有す

るトラクタで施工可能な営農用の有材補助暗渠施

工機「カットソイラー」の開発など、計画を超え

る優れた成果を創出したことを高く評価し、Ａ評

定とする。 

 

＜今後の課題＞ 

農業経営体の収益向上のため、大規模経営に適

した一層の低コスト・省力的作業体系、園芸作を

導入した新たな輪作体系等、地域からのニーズに

的確に対応する技術の開発を進めること。開発技

術は関係機関との連携の下での現地実証や普及支

援の取組強化により円滑な社会実装を図ること。 

 

＜審議会の意見＞ 

本課題は我が国の水田利用の革新を支える重要

な研究である。当初計画で想定されていない技術

の開発も進められ、現地での有効性の実証や資材

等の市販化の目処が立つなど高く評価され、Ａ評

定が妥当である。 
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研究成果の最大化に向けては、農林水産省委託プロジェクト「多収阻害要因解明」において、

ダイズは 16 道県、ムギでは 12 道県及び大学と協力して多収阻害要因実態調査と対策技術開発

を開始したほか、「先端技術展開事業」、「革新的技術緊急展開事業」等を通じ、公設研究機関、

大学等との連携に基づいた研究推進に努めた。また、作業機械や資材の開発と普及については

民間企業との連携に留意している。本大課題は実証研究を主体とした研究開発を進めているた

め、現地の普及機関や生産者との信頼関係の構築が重要である。このため、実証研究の円滑な

実施に向け、「On-Farm Researchガイドブック」を刊行し、情報の共有化を進めた。他の大課題

とは、品種の評価や活用に関して大課題 112や 320、減肥技術等に関して大課題 151、飼料イネ

の栽培技術体系は大課題 120 と連携して業務を進めた。経営評価については大課題 114 の協力

を得ている。また、多雪重粘土地帯における水田輪作システムは、大課題 600 との連携に基づ

いて実施した。 

 

以上の諸点から、本大課題はほぼ計画した目標の達成が見込まれるとともに、一部は計画を

上回る成果の創出が期待できると判断し、評価ランクをＡとした。平成 28年度は新たな「革新

的技術開発緊急展開事業」の「地域戦略プロ」に積極的に参画し、次期の体制のもとで、水田

作を中心とした地域農業の発展に寄与する技術開発に改めて取り組む予定である。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１－１―（１）―② 土地利用型耕種農業を支える先導的品種育成と基盤的技術の開発 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法第十四条 

当該項目の重要度、難易度  
関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度   23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

主要普及成果数 1 1 2 3 1  投入金額（千円） 827,691 730,578 722,585 744,076 691,881 

品種登録出願数 12 15 11 17 6  うち交付金 213,670 214,657 247,578 272,522 240,838 

特許出願数 7 8 13 7 2  人員（エフォート） 133.0 128.7 120.3 118.8 116.6 

査読論文数 122 116 86 99 124        

プレスリリース数 12 12 12 11 3        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

水田作農業の競争力・自給力を強化するため、一層の低コスト化と生産性向上、二毛作の拡大や耕

作放棄地の解消等による耕地利用率の向上に向けた生産システムの確立が課題となっている。畑作農

業については、国内生産の対応が遅れた加工・業務用を中心に、多様な需要に対応した安定した畑作

物・露地野菜の低コスト供給システムの確立が課題である。 

このため、新規需要向け、二毛作向け等の水稲品種、高品質な麦類、安定多収の大豆品種等の育成

及びその加工利用技術の開発、輪作における作業の競合や水田の汎用利用の障害となる湿害等の回避

技術、土壌肥沃度の低下対策技術、低投入雑草防除技術等を開発する。また、これらを組み合せ、イ

ネ、ムギ及びダイズを軸に、地域特性に応じてソバ、ナタネ、野菜等を加えた低コスト・高生産性水

田輪作システムを確立する。さらに、バレイショ、カンショ等の畑作物及び露地野菜について、省力・

低コスト栽培技術を開発するとともに、地域特性に適合した省力・低コスト畑輪作システムを確立す

る。このほか、農業技術体系の経営的評価手法と経営管理システムを確立する。 

特に、イネ、ムギ及びダイズを軸とした水田輪作体系では、品目合計の生産コストを平成 20 年比

で 5 割程度削減可能な生産体系を確立する。畑輪作体系では、労働時間を現状の 4 割以下にできるバ

レイショ栽培体系や、カンショの育苗・採苗に係る労働時間を 3 割削減可能な育苗・採苗システムを

開発する。 

中期計画（大課題・評価単位全体） 

 水田作の一層の低コスト化と生産性向上及び二毛作の拡大に資する目的で、国内の気候区分に対応

した、新規需要向けや二毛作向けの水稲品種、高品質なムギ・ダイズ品種の育成、及びその加工利用

技術の開発を行うとともに、先導的品種育成のための基盤技術を開発する。 

中期計画（中課題１） 

水稲では、①社会的に要請の高い米粉パンなど新規需要用、②外食産業等への業務用としての適性

に加えて、耐病性、収量性、直播適性、高温耐性及び二毛作適性を備えた品種を育成するとともに、

DNAマーカー等の活用により育種の効率化を進める。③100％米粉や玄米全粒粉等の米粉パン等への利

用技術を開発する。④米ぬか等の未利用機能を活用した加工利用技術を開発する。 

中期計画（中課題２） 

①生産性の飛躍的向上や気象変動に対する品質と収量の安定化を図るため、多収性や高温耐性など

の機構を解明し、②これらに関わる有用遺伝子を活用した育種素材を開発するとともに、③遺伝子組

換え稲利用のための区分管理技術を開発する。 

中期計画（中課題３） 

コムギでは、国内生産を大幅に拡大するため、①輸入銘柄に匹敵する高品質なパン用、めん用など

の品種を育成する。②また、DNAマーカー等の利用により赤かび病抵抗性などの障害抵抗性や成分特

性に優れた品種を育成するとともに、③でん粉やグルテン特性に特徴のある新規用途向き品種とその

利用技術を開発する。 

中期計画（中課題４） 

 オオムギでは、新規需要を拡大するため、①高β-グルカン含量やでん粉変異などの新規胚乳成分特
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性などを導入した高品質品種や大麦粉用品種を育成し、②その利用技術を開発する。③また、複合病

害抵抗性等を有する安定多収品種・系統を育成するとともに、④二毛作向けの飼料用系統を開発する。 

中期計画（中課題５） 

 ダイズでは、①DNAマーカー等を利用して重要病虫害抵抗性、耐倒伏性、難裂莢性を基幹品種に導

入などによって、機械化適性の高い安定多収品種を育成するとともに、②草型や栽培特性の改変によ

る省力多収系統を開発する。また、③蒸煮大豆等の加工適性に寄与する形質を解明し、④新たな需要

開拓が期待できる有色ダイズやタンパク質組成変異などの新規特性を有する品種や加工利用技術を開

発する。 

中期計画（中課題６） 

 ①ムギの越冬性や②穂発芽耐性、③ダイズの耐冷性、耐湿性等を向上させるため、分子生物学的手

法等を利用して湿害等の機構解明を進めるとともに、関連遺伝子の発現制御技術及びこれらの形質を

改善するための育種素材を開発する。 

年度計画 

 水稲の品種育成については、米粉パン用や米粉麺用の低コスト栽培向き多収品種の普及に向けた実証試験を行う。直播適性、多収性、病虫害抵抗性を有した業務用水稲品種、食味、品質、収量性などの

特性が優れ、縞葉枯病抵抗性を有する二毛作向け品種は DNAマーカーの活用等により育成済みであり、これらのほかに「あきだわら」以上の収量性・直播適性を有する品種を育成する。100％米粉パンや玄

米全粒粉パン等の製造にむけた実証試験を行う。米ぬか等の未利用機能を活用した加工利用技術については、トコトリエノール等を高含量で含む米を開発するとともに、低リパーゼ米を用いた効率的な米

油生産技術を開発する。 

さらに、水稲の多収性や高温耐性などの機構解明については、現在の多収品種の収量性向上に寄与する QTL、バイオマーカーを提示するとともに基盤となる育種素材を作出する。高温下での品質低下の

原因となる生理・遺伝的要因を代謝過程や組織発達から解明する。「ハバタキ」の高温登熟耐性 QTLを既存品種に導入した NILや脂質代謝関連遺伝子、デンプン蓄積阻害遺伝子の機能喪失変異イネの高温登

熟耐性を評価する。水透過機能と光合成機能等の低温・高温環境適応性向上におけるアクアポリン遺伝子の効果と役割を確認する。有用遺伝子を活用した育種素材の開発については、物質生産能の向上に

関与する遺伝子導入系統及び集積系統の性能評価を行い育種素材としての可能性を検証する。また、耐冷性系統の育種素材としての実用性を確認する。高温不稔関連遺伝子を導入した組換え体の有効性を

検証する。さらに植物における複数の植物免疫関係遺伝子の協働関係を検証し、病害抵抗性付与戦略を構築する。必須アミノ酸高含有有望系統の安定性を評価する。閉花受粉性準同質遺伝子系統の実用性

を確認する。また、新規閉花性遺伝子を同定する。 

コムギについては、パン用、めん用品種を既に育成しており、さらに、パン用等の有望系統の栽培性と用途別の品質評価を行い、暖地向け軟質系統「西海 197号」の品種登録出願の可否を検討する。赤

かび病に強い品種は育成済みであり、DNAマーカー等による障害抵抗性等に優れた系統の選抜をさらに進め、種子休眠性遺伝子を集積した系統を開発する。小麦粉色相、製粉性、グルテン特性等、DNAマー

カーによる各種加工適性に優れた品種選抜技術を開発する。極低アミロース等デンプン特性に特徴のある系統の用途開発を行う。超強力小麦粉を利用したパン、めん類等の利用技術を開発する。 

オオムギについては、シリアル食品や大麦麺に向くもち性品種を育成しており、寒冷地に適する極低ポリフェノールや糯性などの特徴を有する系統の評価を進める。破砕デンプン粒変異（fra）遺伝子の選

抜マーカーの検証を行う。また fra遺伝子により胚乳が粉状質化する機作について明らかにするとともに、低硝子率の系統の品種登録出願の可否を判断する。高β-グルカン含量大麦粉の加工特性を明らか

にする。より好ましい香気成分をもつ品種・系統や加工条件を明らかにする。複合抵抗性を有する極多収品種などを育成しており、さらにもち性などの特徴のある積雪地向け有望系統開発と評価を行うと

ともに、温暖地西部向けの麦味噌用高品質・多収系統の品種登録出願の可否を判断する。開発した二毛作向けに適する飼料用のオオムギ系統の家畜嗜好性の評価を進める。 

ダイズについては、機械化適性を高める難裂莢性を導入した「サチユタカ A1号」などを育成しており、さらに温暖地向けに難裂莢性及びモザイク病抵抗性を導入した系統、及び寒冷地向けにシストセン

チュウ高度抵抗性・モザイク病抵抗性を導入した系統等に加え、新たに葉焼け病抵抗性・モザイク病抵抗性を導入した暖地向け系統を開発し、生産力検定試験等を行う。海外品種との交配後代及び無限伸

育性を取り入れた系統等については、密植栽培を含めた栽培試験による収量選抜を継続するとともに、栽培技術と組み合わせることにより標準品種より 10％程度多収となる系統を開発する。蒸煮大豆の硬

さと子実成分の QTL解析等によって、硬さや外観品質に関わる成分を明らかにし、新たな育種目標を提示する。リポキシゲナーゼ欠失の黒ダイズ品種「くろさやか」など育成しており、さらにタンパク質

組成変異系統などの新規特性を有する系統については生産力検定試験や実需者の加工適性試験等を実施する。 

さらに、ムギの越冬性については、組換えコムギにおける新規抵抗性候補遺伝子の発現及び機能性の解析を行うとともに、コムギハードニング機構におけるラフィノース族オリゴ糖蓄積制御因子を解明

する。抗菌タンパク質及び RNAシャペロン遺伝子を高発現する系統の後代における抗菌性及び耐凍性の安定性を解析する。また、ラフィノース族オリゴ糖合成関連遺伝子発現形質転換コムギを作出する。

ムギの穂発芽耐性については、オオムギ由来の種子休眠性遺伝子の機能を解析する。アブシジン酸分解酵素欠損のコムギ種子休眠への効果の検証と作製した系統の育種素材としての評価を行う。ダイズの

耐湿性については、生育初期の湿害応答性因子をバイオマーカーとして、湿害回避能力の評価系を確立する。また、耐湿性候補遺伝子群を同定し、耐湿性発現機構を解明する。作出した組換えダイズの特

性や耐湿性評価の結果に基づき、導入遺伝子の機能を提示すると同時に、効果を検証する。 
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法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

[主な業務実績] 

品種開発では、米粉麺用「中国 215 号」、多収の極良

食味イネ「北陸 255号」、軟質めん用多収コムギ系統「西

海 197 号」、日本初のデュラムコムギ品種「中国 D166

号」、寒冷地での広域適応性オオムギ系統「東北皮 47

号」、複数の耐病虫性遺伝子を導入したダイズ「四国 28

号」や「東北 173 号」等の品種・系統を育成・開発し

た。また、水稲北陸 193 号よりシンク容量の大きな系

統、ABA代謝酵素欠失変異の集積による種子休眠性が優

れるコムギ系統、標準品種より 14％多収のダイズ系統

などを開発した。このほか、コムギの後期重点追肥栽

培によって、日本コムギ品種の高い収量（1t/10a以上）

ポテンシャルを確認した。 

加工利用技術については、製粉条件の適正化による

「ゆめふわり」の米粉パン商品化、米粉麺用品種「北

瑞穂」の商品開発、オオムギ玄麦や搗精麦の中程度焙

煎によるにおいの改善などの成果が得られた。 

基盤技術では、コムギのゲノムワイド解析のための

コアマーカーセットの選定や粉色に関する多数の遺伝

要因同定及び製粉性に関与する QTL のファインマッピ

ング、オオムギの破砕デンプン粒変異（fra）遺伝子の

選抜マーカー等の開発、蒸煮ダイズの硬さに影響を及

ぼすペクチンメチルエステラーゼホモログ遺伝子の同

定のほか、カルビンサイクル強化イネの隔離圃場栽培

による一部の系統の穂重や乾物重への効果観察、ABA

非感受性型 PP2C遺伝子及び熱ショック転写因子遺伝子

の発現調節による穂ばらみ期耐冷性や幼苗期の低温枯

死耐性向上などの成果が得られた。コムギでは、スク

ロース、1-ケストースの分解活性と雪腐病抵抗性との

関連性等の基礎的情報が得られた。 

 

 

 

 

 

 

評定：Ａ 

[中期目標に照らし合わせた成果の評価] 

品種開発では、水稲、コムギ、オオムギ、ダイズともに、品種登録予定のものも含めて特

色を持った系統の開発が順調に進んだ。特に民間企業と共同で取り組んだ日本初のデュラム

コムギ品種「中国 D166号」の育成は、用途拡大にむけた今後の品種開発のあり方を先取りす

る取り組みだと評価できる。また過年度に育成した品種については、温暖地向けパン用多収

コムギ品種「せときらら」（平成 27 年度播種で約 950ha）をはじめとして順調に普及が拡大

している。また米パン用品種「ゆめふわり」の米粉パンの商品が販売されるなど、米粉のパ

ンや麺での製品化が進み、用途拡大に貢献するとともに、加工適性を備えた系統開発とその

利用技術開発が進展し、今後の利用拡大に貢献する成果が得られた。新たな育種素材の開発

では、水稲やダイズで多収性の素材、コムギ穂発芽耐性の素材など、今後の品種育成に貢献

する情報や素材が得られた。特にダイズの難裂莢性に関連する成果は、2015年農林水産研究

成果 10大トピックスに選定されて高く評価されている。 

基盤技術開発においては、ゲノムサイズの大きなコムギにおいてこれまで容易ではなかっ

たゲノムワイド解析のためのコアマーカーセットの選定ができ、今後の遺伝解析や品種育成

の加速化が期待できるとともに、蒸煮ダイズの硬さに影響を及ぼすペクチンメチルエステラ

ーゼホモログ遺伝子の同定をはじめとして、コムギやオオムギの品質、ダイズの耐虫性に関

与する染色体領域あるいは遺伝子の特定が進み、個体選抜を効率化できる基盤研究が大きく

進展した。一方、遺伝子利用技術開発では、低温伸長性の向上が認められた ABA 低感受性変

異系統選抜、コムギ「タマイズミ」TaABA8’OH変異集積系統の穂発芽耐性確認、冠水ストレ

ス耐性を示すダイズ矮性突然変異の原因遺伝子候補の同定など、基礎的な情報が充実し、今

後の品種育成での活用が期待される。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

育成した品種については、公設機関や実需者と協力し、現地試験や製品開発などの普及活

動により、水稲では、高温耐性品種「恋の予感」が広島県で平成 27年度に 1,000haに達し、

平成 29年度には 5,300haの作付が計画されている。また業務用品種「みずほの輝き」は新潟

県で 600ha(平成 27 年)、「あきだわら」は 8 県で合計 700ha(平成 27 年)、京都府と共同育成

した酒米品種「京の輝き」は京都府で 500ha(平成 27年)普及している。コムギでは、超強力

コムギ品種「ゆめちから」（12,013ha 平成 27 年度播種）、長崎県との協同研究で育成したコ

ムギ「長崎 W2 号」（39ha 平成 27 年度播種）、パン用硬質コムギ品種「せときらら」（平成 27

年度播種 山口県、岡山県、兵庫県で 950ha）。ダイズでは、第 2期中期目標期間に育成した

「あきまろ」は、普及活動の結果広島県の奨励品種に採用され、平成 27年度 143haまで普及

している。マーカー選抜により育成された「サチユタカ A1号」は兵庫県で奨励品種に採用さ

れ、今後の普及拡大が確実になった。「こがねさやか」は実需者と連携して普及活動を行って

おり、兵庫県で 120ha の普及が見込まれるとともに、「くろこじろう」は茨城県での商品化が

達成された。 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

高品質な品種等の育成については、パン用コムギ

「せときらら」の順調な普及、コムギ穂発芽耐性の素

材開発が進められた。 

加工利用技術の開発については、蒸煮ダイズの加工

適性に寄与する形質の解明、「ゆめふわり」の米粉パ

ンの開発・市販化が進んだ。  

先導的品種育成に向けた基盤技術の開発について

は、大豆の機械収穫ロスを減らす難裂莢遺伝子の特定

（農林水産研究成果 10大トピックス 2015）、病虫害耐

性等のマーカー開発等、応用展開が期待できる優れた

成果が創出された。 

このほか、将来的な普及・活用への期待が高い成果

として、水稲ではアミロース含有率が高く米粉麺に向

く多収の「中国 215 号」、多収でありながら極良食味

の「北陸 255 号」、餅硬化性が低く和菓子に向く「北

陸糯 236号」の開発があるほか、製粉会社との共同研

究で開発した日本初のパスタ用デュラムコムギ「中国

D166 号」（セトデュール）は、新たな市場の拡大にも

結びつく画期的な成果である。これらインパクトのあ

る成果の創出を高く評価し、Ａ評定とする。 

 

＜今後の課題＞ 

実需者や生産現場からのニーズに対応した、より高

品質で栽培特性に優れる先導的品種の育成と普及に

向けた取組が期待される。また、ゲノム解析の研究成

果を応用し、先導的な品種育成等の研究成果創出の加

速化が期待される。 

引き続き実需者や生産現場のニーズに対応した高

品質で栽培特性に優れる先導的品種の育成を図るこ

と。育成品種の早期の普及拡大に向け、中期目標・計

画期間中に実施された関係機関との連携の取組をさ

らに強化すること。新たな市場創出につながる加工利

用技術の開発を進めること。 

 

＜審議会の意見＞ 

 パスタ用のコムギの開発は画期的であり、今後の普
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[工程表に照らし合わせた進捗状況] 

水稲、コムギ、オオムギ、ダイズのいずれも、工程表に沿って順調に品種化あるいは有望

系統の開発が進展した。基盤技術の開発においても、今後の品種育成に活用できる多収性素

材の開発や病虫害抵抗性、品質に関するマーカー情報が充実し、予定以上に進捗した。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

公設試、実需者等と連携して消費者や生産者のニーズの把握や育成系統の評価試験を実施

するともに、プロジェクト研究等を通じて大学や企業と基礎的な研究や実用化に向けた応用

研究を実施している。また、有用遺伝子を活用した育種素材や DNA マーカーを品種育成に活

用するなど中課題間の連携にも努めている。 

 

以上のように、本課題は中期計画を上回って業務が進捗していると判断できる。また育成

された品種は順調に普及に移行しており、社会的･経済的な波及効果も挙がっていることか

ら、Ａ評価とする。 

 

及拡大が期待される。他にも優れた成果が創出されて

おり、Ａ評定が妥当である。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１－１―（１）―③ 業務需要に対応できる高度畑・野菜輪作農業システムの確立と先導的品種の育成 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法第十四条  

当該項目の重要度、難易度  
関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度   23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

主要普及成果数 0 1 2 1 2  投入金額（千円） 181,181 182,274 212,518 236,138 207,000 

品種登録出願数 4 8 10 2 3  うち交付金 78,208 76,628 94,082 134,922 109,385 

特許出願数 1 2 5 3 1  人員（エフォート） 45.0 45.1 46.1 43.5 39.6 

査読論文数 35 35 23 28 29        

プレスリリース数 2 5 1 1 1        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

水田作農業の競争力・自給力を強化するため、一層の低コスト化と生産性向上、二毛作の拡大や耕

作放棄地の解消等による耕地利用率の向上に向けた生産システムの確立が課題となっている。畑作農

業については、国内生産の対応が遅れた加工・業務用を中心に、多様な需要に対応した安定した畑作

物・露地野菜の低コスト供給システムの確立が課題である。 

このため、新規需要向け、二毛作向け等の水稲品種、高品質な麦類、安定多収の大豆品種等の育成

及びその加工利用技術の開発、輪作における作業の競合や水田の汎用利用の障害となる湿害等の回避

技術、土壌肥沃度の低下対策技術、低投入雑草防除技術等を開発する。また、これらを組み合せ、イ

ネ、ムギ及びダイズを軸に、地域特性に応じてソバ、ナタネ、野菜等を加えた低コスト・高生産性水

田輪作システムを確立する。さらに、バレイショ、カンショ等の畑作物及び露地野菜について、省力・

低コスト栽培技術を開発するとともに、地域特性に適合した省力・低コスト畑輪作システムを確立す

る。このほか、農業技術体系の経営的評価手法と経営管理システムを確立する。 

特に、イネ、ムギ及びダイズを軸とした水田輪作体系では、品目合計の生産コストを平成 20年比で

5割程度削減可能な生産体系を確立する。畑輪作体系では、労働時間を現状の 4割以下にできるバレ

イショ栽培体系や、カンショの育苗・採苗に係る労働時間を 3割削減可能な育苗・採苗システムを開

発する。 

中期計画（大課題・評価単位全体） 

野菜や畑作物の需要が業務・加工用に向かう中で、国産品の消費回復に向けて、多様な用途・需要

に対応できる高度に省力的な畑作・野菜作農業システムを確立する。 

中期計画（中課題１） 

寒地の大規模畑作に関しては、現状に比べ、労働時間を 4割以下に削減するとともに、生産コスト

を 2割削減するため、①全粒種いもや 2畦収穫機を利用したバレイショソイルコンディショニング栽

培体系を高度化するとともに、②タマネギ等葉根菜類の省力生産技術体系を開発し、③50ha程度の規

模を想定した省力的で収益性の高い大規模畑・野菜輪作体系を確立する。 

暖地では 20～30haの大規模畑作・野菜作法人経営を対象に、総生産費を 2割削減するため、④育苗・

採苗に係る労働時間を 3割削減できる効率的な育苗・採苗システム及び⑤露地野菜の機械化栽培技術

等を開発するとともに、⑥耕畜連携により、⑦低コスト・省力畑輪作システムを構築する。 

⑧寒冷地においては、東北地域の気象的特性を活かし、端境期の業務・加工用出荷を実現するため、

タマネギ等野菜類の新たな作型を開発する。また、⑨水田における露地野菜の安定生産に向けて、生

育ステージに応じた地下水位管理による干害・湿害回避技術を開発する。 

異常気象時などにおける産地間連携による供給調整のため、⑩野菜の生育・生産予測に基づく作柄

推定・出荷予測システムを開発する。 

中期計画（中課題２） 

業務需要を主な対象とした露地野菜の先導的品種の育成に向け、①キャベツの根こぶ病抵抗性等に

連鎖する DNAマーカーを開発するとともに、②加工歩留りの高いタマネギ品種、③水田転換畑への作

付拡大と周年供給を可能とする春・夏どり短葉性ネギ品種等を育成する。 
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年度計画 

 寒地の大規模畑・野菜輪作に関し、全粒種いも生産については、技術の普及に向けたデータの集積を行う。ソイルコンディショニングについては、実証試験において高度化に適した栽植様式としての広

畝多条栽培の検証を行う。タマネギの省力生産技術については、直播タマネギの初期生育の安定対策及び、堆肥施用とリン酸の局所施肥等を用いた施肥体系の現地実証を行う。テンサイでは、より高度な

複合病害抵抗性系統を開発し、引き続きテンサイ西部萎黄病の発生消長を検討する。省力的技術体系については、本期間内に開発した直播技術・収穫技術等の実証試験を行い、その省力効果とコスト低減

効果を 50ha程度の規模の営農体系において評価する。 

暖地の大規模畑・野菜輪作に関し、カンショの効率的な育苗・採苗システムについては、労働時間 3割減とする技術体系を開発しており、トレイへの伏せ込時間を明らかにするととともに、大規模畑作・

野菜作法人へ構築した小苗栽培技術体系を導入し現地実証する。露地野菜の機械化栽培技術の開発については、大規模畑作・野菜作法人へ防草技術を組み込んだ冬春野菜－カンショ栽培管理技術を導入し

現地実証する。耕畜連携については、線虫抑制性のパリセードグラス等飼料作物を合理的に輪作体系に組み込み、家畜ふん堆肥の利用も加味した耕畜連携型のカンショ－露地野菜－飼料作物輪作体系を構

築する。暖地の低コスト・省力畑輪作システムの構築については、30haの大規模畑作・野菜作法人経営において、現地実証試験で構築した低コスト・省力畑輪作システムの経営的評価を行って総生産費の

2割削減を実証するとともに、その期待される効果と導入条件等を明らかにする。タマネギ等野菜類の新たな作型の開発については、前年度までの研究成果をもとに、端境期 7～8 月収穫となる東北地域に

おける夏どり作型の技術体系を確立する。さらに、秋まき作型の不安定要因解明のための栽植様式の効果についても確認する。露地野菜の干害・湿害回避技術に関しては、地下水位制御が可能な水田にお

けるキャベツ等の直播栽培に最適な地下水位管理方法の実証を行うほか、播種方法についても実証する。前年度までの現地試験圃場における検証結果をもとに、ブロッコリーの生育ステージに応じた地下

水位管理による干害・湿害回避技術を確立する。 

露地野菜の出荷予測システムの開発に関して、レタスについては、葉齢・結球葉数推定に基づく生育予測モデルを用いた産地間連携支援システムを開発し、大規模生産者において実証を行う。キャベツ

については、栽培農家の出荷データとの連携による収穫期の遅速に関する作柄推定システムを開発する。異常気象時などにおける野菜の安定供給技術の開発に関して、畑地用地下灌漑システム（OPSIS）を

用いた雨よけホウレンソウの安定生産技術を開発する。 

さらに、露地野菜の先導的品種の育成に向けて、キャベツの根こぶ病抵抗性等に連鎖する DNAマーカーを開発するとともに、マーカーを利用して開発したキャベツ根こぶ病抵抗性試交系統の品種登録出

願の可否を栽培試験等により判断する。また、ダイコン NMTB系統の固定化を進めるとともに、NMTB系統間で試交系統を開発し、特性検定予備試験に供する。「安神交 1号」と「安神交 2号」は、加工試験

の結果を踏まえ品種登録出願の可否を判断する。加工歩留まりの高いタマネギ品種など加工・業務用野菜品種の育成に関しては、歩留まりが高く、長球形で多収の品種を育成しており、さらに加工用タマ

ネギ系統等について春まき移植栽培による評価を実施し、有望系統を選抜する。また、カボチャ「北渡交 4号」は、貯蔵性の評価と加工試験の結果を踏まえ品種登録出願の可否を判断する。春・夏どり短

葉性ネギ品種等の育成については、幅広い作型に適応する品種を育成しており、さらに春・夏どりで安定した収量、品質を示す短葉性ネギの品種登録出願を行う。 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

[主な業務実績] 

タマネギ直播について、生産の安定化とリン酸減肥

を可能にする局所施肥を普及するための機械化が実現

できた。高度複合病害抵抗性テンサイ品種｢北海みつぼ

し｣の実栽培が開始された（約 100ha）。自動操舵、カッ

トソイラ、可変施肥、バレイショ・テンサイの一工程

播種、多畦収穫機・トレーラ搬送体系（外部委託）等

を導入したスマート農業モデルで、バレイショにおい

て慣行比で 73％の省力化、17％の低コスト化が可能と

試算された。カンショの育苗・採苗・定植システムに

おいて、トレイへの伏せ込時間が 4.1 時間/10a である

ことを明らかにし、小苗栽培技術体系における育苗・

採苗に係る作業時間は 9.9 時間/10a（慣行比 38％減）

となった。暖地の低コスト・省力畑輪作システムの現

地実証試験で、慣行栽培に比べ 10a 当たりの総生産費

で 12.6％、労働時間で 22.9％を削減できた。東北・北

評定：Ｂ 

[中期目標に照らし合わせた成果の評価] 

寒地の大規模畑・野菜輪作に関し、バレイショでは種いも生産法として、ジベレリンの実

用化に向けた準備が進んだ。タマネギ直播については、生産の安定化とリン酸減肥を可能に

する局所施肥を普及するための機械化を概ね工程表どおりに実現できた。テンサイについて

は、高度複合病害抵抗性テンサイ品種｢北海みつぼし｣の実栽培が当初予定通りに進み、病害

多発により低収になりやすい生産現場への普及が進められた。テンサイの直播栽培では狭畦

密植栽培と、収穫等の外部に委託による生産モデルを示し、地域慣行栽培と同等の収量を実

証試験で確認した。このモデルは達成目標には及ばないものの、慣行比で 45％の省力化、10％

の低コスト化が可能と試算された。自動操舵、カットソイラ、可変施肥、バレイショ・テン

サイの一工程播種、多畦収穫機・トレーラ搬送体系（外部委託）等の各種技術を導入したス

マート農業モデルでは、バレイショにおいて慣行比で 73％の省力化、17％の低コスト化が可

能と試算され、達成目標に近い成果が得られた。 

暖地の大規模畑・野菜輪作に関し、低コスト・省力化の核となるカンショの効率的な育苗・

採苗・定植システムの開発においては、トレイへの伏せ込時間が 4.1時間/10aであることを

明らかにし、小苗栽培技術体系における育苗・採苗に係る作業時間は機械化と苗生産量の向

上により 9.9時間/10a（慣行比 38％減）になるとの実測値を得るなど、順調に成果を積み重

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 多様な用途・需要に対応できる高度に省力的な畑

作・野菜作農業システムの確立については、テンサイ

狭畦密植やバレイショのジベレリン処理全粒種いも

利用技術等を組み込んだ省力栽培体系において、テン

サイで 45％の労働時間削減、10％の費用低減、バレイ

ショで 73％の労働時間削減、17％の費用低減を実現

し、労働時間を 4割以下に削減、生産コストを 2割削

減とした達成目標に近い成果を得た。タマネギでは、

直播栽培の収量安定や一層の低コスト化につながる

播種条直下リン酸施肥技術を確立し、開発した播種同

時施肥機の市販化を実現している。カンショでは、小

苗栽培技術体系において育苗・採苗作業時間の 38％減

が可能となり、目標とした 3割削減を達成している。 

 また、タマネギの端境期出荷を可能にする新作型、

FOEAS を利用した冬まきブロッコリーの栽培体系、契
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陸地域に適したタマネギの春まき新作型を開発し、栽

培マニュアルを作成・配布するとともに、春まき作型

に適した品種検索や専用品種育成に着手するなど、想

定を上回る業務の進展が得られた。また、アスパラガ

スの伏せ込み栽培で、水田土壌における 2 軸ロータリ

ー畝立て機の利用により根株重が大幅に増加する技術

を現地導入可能にしたほか、冬まきブロッコリー栽培

において、FOEASを利用した排水・給水により土壌の水

分環境が適正に保たれ、正常花蕾率が増加することを

現地試験で示した。レタス生育モデルとメッシュ農業

気象データを用いた生育シミュレーションにより、作

付計画の策定と週別出荷数量の予測を行うアプリケー

ションを開発し、それを用いて契約取引を支援する方

法をマニュアル化した。キャベツの葉齢増加モデルと

メッシュ農業気象データに基づく生育・出荷予測アプ

リケーションを改良し、宮城県内地域別の作付データ

をもとに生育・出荷のシミュレーションを可能にした。

ハクサイの根こぶ病抵抗性遺伝子をマーカー選抜によ

り集積し、晩生作型に適するハクサイ F1品種「CR寒次

郎」を品種登録出願した。加工時の臭いや黄変の原因

となる 4MTB-GSL を欠失したダイコンの実用 F1 品種と

して、たくあん原料用の「悠白」とカット・切り干し・

おろし等加工用の「サラホワイト」を品種登録出願し

た。また、春・夏どり短葉性ネギ品種として、6月どり

と 8 月どりにそれぞれ適する「安濃交 3 号」と「安濃

交 6号」を品種登録出願した。 

 

 

ねた。また、露地野菜の機械化栽培技術の開発において、除草作業・収穫作業の省力化を実

現し、除草同時施肥機の開発により追肥の省力化も達成した。耕畜連携型のカンショ－露地

野菜－飼料作物輪作体系の構築については、パリセードグラスを導入することで有害線虫密

度を抑制し、輪作体系試験の期間における土壌消毒ゼロを実証できた。暖地の低コスト・省

力畑輪作システムの構築については、現地実証試験の結果、慣行栽培に比べ 10a 当たりの総

生産費で 12.6％、労働時間で 22.9％が削減できたが、中課題の目標である総生産費の 2割減

には達しなかった。 

寒冷地におけるタマネギ等野菜類の新たな作型の開発については、春まき新作型の技術開

発に加えて、栽培マニュアルを作成・配布するとともに、新作型に適した品種の検索並びに

北農研や種苗会社との共同での専用品種育成に着手するなど、中期計画の想定を上回る業務

の進展が得られた。東日本大震災被災地の農業復興に資する研究としては、アスパラガスの

伏せ込み栽培で、水田土壌における 2 軸ロータリーの畝立て機の利用によって、慣行の畝立

て機よりも高畝で砕土性に優れ、根株重が大幅に増加することを再確認でき、現地に導入可

能な栽培技術の開発に貢献した。露地野菜の干害・湿害回避技術に関しては、現地圃場の冬

まきブロッコリー栽培において、FOEAS を利用した排水・給水によって土壌の水分環境が適

正に保たれ、正常花蕾率が増加することを現地試験で明らかにするとともに、直播栽培の出

芽及び初期生育を安定・促進させる目的で「播種床形成機、施肥・播種装置」（畝上溝底播種

機）を開発し、それを用いたタマネギの直播において、初期生育やりん茎生育への促進効果

を確認するなど、顕著な成果の創出が認められた。 

異常気象などに対応した野菜の安定供給技術の開発に関しては、露地野菜の出荷予測シス

テムの開発について、レタス生育モデルとメッシュ農業気象データを用いた生育シミュレー

ションにより、作付計画の策定と週別出荷数量の予測を行うアプリケーションを開発し、そ

れを用いて契約取引を支援する方法をマニュアル化した。この産地間連携支援システムを生

産法人にて実証中である。さらに、キャベツの葉齢増加モデルとメッシュ農業気象データに

基づく生育・出荷予測アプリケーションを改良し、宮城県内地域別の作付データをもとに生

育・出荷のシミュレーションを可能にするなど、実用的な成果が得られつつある。安定生産

技術の開発については、雨よけホウレンソウの栽培において、土壌の pF値を指標に畑地用地

下灌漑システム（OPSIS）を用いた土壌水分管理法によって、1～3 割地上部重が増収する安

定生産技術を開発した。これは、OPSISの実用化と普及を促す着実な成果である。 

露地野菜の先導的品種の育成に関し、キャベツの根こぶ病抵抗性等に連鎖する DNA マーカ

ーの開発と利用については、戻し交雑とマーカー選抜により育成したキャベツ 3 系統の根こ

ぶ病抵抗性は対照の根こぶ病抵抗性品種よりも優れることを確認した。ハクサイでは、根こ

ぶ病抵抗性遺伝子 Crr1と Crr2をマーカー選抜により集積し、晩生作型に適するハクサイ F1

品種「CR寒次郎」を品種登録出願した。根こぶ病抵抗性育種においては、基礎から応用まで

一貫した成果をあげている。ダイコンにおいても、加工時の臭いや黄変の原因となる 4MTB-GSL

を欠失した実用 F1品種として、たくあん原料用の「悠白」とカット・切り干し・おろし等加

工用の「サラホワイト」を育成し、品種登録出願するなど、基礎から応用まで一貫した成果

をあげている。加工・業務用野菜品種の育成に関しては、春・夏どり短葉性ネギ品種等の育

成について 6 月どりと 8 月どりの作型にそれぞれ適する「ネギ安濃交 3 号」と「ネギ安濃交

6号」を品種登録出願した。 

約取引を支援するレタスの安定出荷に向けた作付計

画策定・出荷予測アプリケーションを開発している。

さらに、根こぶ病抵抗性ハクサイや加工時に黄変しな

いダイコン新品種を育成する等、業務・加工需要への

対応技術を創出している。 

 以上、中期目標に照らして、成果が着実に得られて

いることから評定をＢとする。 

 

＜今後の課題＞ 

 引き続き、収量変動を抑制する安定生産技術、端境

期出荷を可能にする新作型や長期貯蔵、計画的な生

産・出荷を可能にする ICT 利用技術等、国産品の長期

安定出荷につながる技術開発を進めること。省力低コ

スト栽培体系の確立に取り組み、生産コストの削減を

図ること。加工・実需等の多様なニーズに対応しつつ、

栽培適性を備えた品種の育成を図ること。 

 

＜審議会の意見＞ 

 農研機構が中核となっているコンソーシアムと企

業・JA等との連携が深まり、着実に成果が得られてい

る。 
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以上のことから、本課題は全体として中期計画に対して業務が順調に進捗していると判断

する。これらの成果のうち生産・流通技術に関するものは、現地実証への積極的な取り組み

を通じて、業務・加工用を含む多様な用途・需要に対応しうる畑作・野菜作農業システムの

収益性の安定・向上や省力化に直接的に寄与するものである。また、露地野菜の品種育成を

効率化・高精度化する DNA マーカーを開発し、先導的形質を有する品種を育成した成果は、

民間種苗会社等による実用品種育成への波及効果も大きく、業務・加工用を含む多様な用途・

需要に対応しうる露地野菜作の収益性の安定・向上や省力化に、直接・間接両面で大きく寄

与するものである。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

寒地及び暖地における畑・野菜輪作システムの構築については、目指すべき地域営農モデ

ルを策定し、農研機構が中核となってコンソーシアムを組み「攻めの農林水産業の実現に向

けた革新的技術緊急展開事業」を活用して、寒地と暖地においてそれぞれ実証研究を実施し

た。露地野菜の先導的品種の育成においては、品種登録出願に向けて取り組んだ。また、ゲ

ノム解析で得られた遺伝子マーカーを積極的に活用し、新たな品種育成に貢献した。 

 

[工程表に照らし合わせた進捗状況] 

いずれの課題項目についても工程表に示された目標をほぼ達成した。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

農林水産省「攻めの農林水産業の実現に向けた革新的技術緊急展開事業」のコンソーシア

ムを主導するとともに、委託プロジェクト研究などの外部資金を活用して、公設研究機関、

大学、企業などと共同で実用的な研究を幅広く展開しており、中期計画で予定した研究目標

の達成に向けて精力的に取り組んだ。 

 

以上、計画に沿って成果が着実に創出されていることに加え、成果の実用化・普及も順調

に進捗しているので、Ｂ評価とする。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１－１―（１）―④ 農業技術の経営的評価と経営管理システムの確立 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法第十四条 

当該項目の重要度、難易度  
関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度   23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

主要普及成果数 1 2 1 1 1  投入金額（千円） 81,943 81,083 93,216 95,488 97,261 

品種登録出願数 0 0 0 0 0  うち交付金 57,214 56,554 55,295 60,729 59,293 

特許出願数 0 0 0 0 0  人員（エフォート） 38.6 37.0 36.6 35.5 35.2 

査読論文数 30 27 22 35 29        

プレスリリース数 0 0 3 2 4        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

水田作農業の競争力・自給力を強化するため、一層の低コスト化と生産性向上、二毛作の拡大や耕

作放棄地の解消等による耕地利用率の向上に向けた生産システムの確立が課題となっている。畑作農

業については、国内生産の対応が遅れた加工・業務用を中心に、多様な需要に対応した安定した畑作

物・露地野菜の低コスト供給システムの確立が課題である。 

このため、新規需要向け、二毛作向け等の水稲品種、高品質な麦類、安定多収の大豆品種等の育成

及びその加工利用技術の開発、輪作における作業の競合や水田の汎用利用の障害となる湿害等の回避

技術、土壌肥沃度の低下対策技術、低投入雑草防除技術等を開発する。また、これらを組み合せ、イ

ネ、ムギ及びダイズを軸に、地域特性に応じてソバ、ナタネ、野菜等を加えた低コスト・高生産性水

田輪作システムを確立する。さらに、バレイショ、カンショ等の畑作物及び露地野菜について、省力・

低コスト栽培技術を開発するとともに、地域特性に適合した省力・低コスト畑輪作システムを確立す

る。このほか、農業技術体系の経営的評価手法と経営管理システムを確立する。 

特に、イネ、ムギ及びダイズを軸とした水田輪作体系では、品目合計の生産コストを平成 20 年比

で 5 割程度削減可能な生産体系を確立する。畑輪作体系では、労働時間を現状の 4 割以下にできるバ

レイショ栽培体系や、カンショの育苗・採苗に係る労働時間を 3 割削減可能な育苗・採苗システムを

開発する。 

中期計画（大課題・評価単位全体） 

低コスト・高生産性水田・畑輪作システムの確立や新技術・新品種の普及の加速化に向けて、先導

的な生産技術体系の経営的評価を行うとともに、新技術を活用した、地域農業ビジネスモデルを構築

する。また、就農促進に向けた多様な参入方式を策定し、経営管理システムを確立する。 

中期計画（中課題１） 

地域農業の動向や多様な需要を解明し、①農業技術の開発方向を提示するとともに、②水田作、畑

作等に関わる先導的な生産技術体系の経営的評価を行う。また、③環境保全的視点を組み込んだ技術

の経営評価手法を開発する。 

中期計画（中課題２） 

 ①研究機構で開発された新技術や新品種等を活用して生産性向上を目指す地域農業のビジネスモデ

ルを構築し、現地実証等を通してその有効性を検証する。 

中期計画（中課題３） 

 ①これからの農業を担う若い農業者の就農を促進するため、家族以外への事業継承等の農業への多

様な参入方式や人材育成方策を策定するとともに、②作物別技術・収支データベースを組み込んだ営

農計画手法と営農類型別標準財務指標に基づく農業版経営診断システムを開発し、新たな経営管理シ

ステムを確立する。 

年度計画 

 農業技術の開発方向の提示については、各地域の基幹営農部門について、将来要請される経営規模や収益確保に必要な営農展開方向及び技術開発課題を提示する。食料供給予測モデルの開発については、

地域レベルでの食料生産ビジョンを提示する。先導的生産技術体系の経営的評価については、営農計画モデル作成等を通じて、先導的な生産技術体系の水田作経営、畜産経営等への導入効果を明らかにす

るとともに、普及条件を提示する。さらに、収益性と環境負荷の試算可能な経営計画手法を開発し、これを用いて、持続的生産の可能な輪作体系の導入効果を明らかにする。また、地域農業のビジネスモ
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デルについては、園芸作ビジネスモデルでは、顧客獲得のための「おすそわけ袋」活用ビジネスモデルの普及方策を検討する。水田作ビジネスモデルでは、大規模水田作経営におけるビジネスモデルの成

立条件や適応範囲を提示する。直売所ビジネスモデルでは、切り花の需給調整型ビジネスモデルの導入経営の実証分析を通じて、その有効性を検証する。 

さらに、若い農業者の就農促進のための農業への多様な参入方式及び人材育成方策の策定、農業版経営診断システムの開発による経営管理システムの確立、については、いずれも平成 26年度に達成され

ており、平成 27年度はそれらのさらなる普及に努める。 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

[主な業務実績] 

技術開発方向の提示については、東北地域では水稲直播に

加えて園芸作部門の導入が今後重要であるなど、水田作、畜

産等の今後の技術開発課題・方向を提示し、報告書にまとめ

た。また、食料供給予測モデルについては、センサス個票を

用いた地域の担い手農家の特定と規模拡大予測及び先端技

術を導入した担い手農家の最適営農計画策定モデルを開発

し、これを用いて任意地域で先端技術普及が食料安定供給に

及ぼす効果の評価可能な食料供給予測モデルのプロトタイ

プを開発して、茨城県筑西市を対象に評価した。先導的な生

産技術体系の評価については、平地純農村の経営面積 80ha

の営農組合では、水稲乾田直播、コムギ多肥栽培、ダイズ不

耕起狭畦栽培により、米生産費は全国平均の 50％まで削減

される等を明らかにした。また、畜産の搾乳ロボット等の先

進技術の効果を評価し、さらに、肉用牛繁殖経営の担い手確

保には、周年親子放牧方式の重要性と、その普及定着のため

放牧用地団地化、1日 2回の集畜と個体管理等の必要性を明

らかにした。環境保全的視点を含む技術の経営評価手法の開

発については、収益性と環境に対する窒素負荷等の試算可能

な営農計画モデルを構築し、南九州田畑作経営におけるダイ

コン-サツマイモ畦連続使用有機栽培体系の導入効果を示し

た。 

地域農業のビジネスモデルの構築に関しては、直売所にお

けるユリ、小ギク等 5品目を対象に、農食事業で開発された

直売所花きの需要量予測や開花調節技術等 6 つの新技術の

活用法を直売所で実証し、12 通りの活用法としてパンフに

まとめ、プレスリリースを行った。リンゴ作の直接販売にお

いて「おすそわけ袋」による新規顧客獲得と所得向上効果を

パンフにまとめ、プレスリリースを行い、普及を進めた。大

規模水田作経営での高付加価値販売の 4 つのビジネスモデ

ルの成立条件と適応範囲を提示し、パンフにまとめた。 

農業への多様な参入方式や人材育成方策の策定に関して

は、「新規就農指導支援ガイドブック」について、プレスリ

評定：Ｂ 

[中期目標に照らし合わせた成果の評価] 

技術開発方向の提示については、大規模経営での経営試算等から、担い手経営の技術

開発課題と技術開発方向を主要農業地域別に明らかにした。食料供給予測モデルについ

ては、先端技術の開発と普及の効果を評価できる地域食料供給予測モデルのプロトタイ

プを開発した。また、先導的な生産技術体系の評価については、80ha 以上の大規模水田

作経営での水稲多収品種と乾田直播導入等による米生産費 5 割削減効果、肉用牛繁殖経

営における周年親子放牧方式の重要性等を明らかにした。さらに、環境保全的視点を含

む技術の経営評価手法の開発については、収益性と環境に対する窒素負荷等の試算可能

な営農計画モデルを構築し、南九州田畑作経営におけるダイコン-サツマイモ畦連続使用

有機栽培体系の導入効果を示した。これらは、今後の技術開発方向の提示や畜産におけ

る先導的生産体系の効果等を明らかにしており、中期計画は達成された。 

地域農業のビジネスモデルの構築に関しては、直売所の切り花向けの需給調整新技術

を活用したビジネスモデルについて冊子及びプレスリリースで公表してた。リンゴ作の

直接販売における「おすそわけ袋」活用の所得向上効果については、わかりやすくパン

フレットにまとめて、プレスリリースを行い、さらに青森県リンゴ協会や中央果実協会

等、農業者の団体や市町村で組織的に導入が始まっている。これらは、新技術を活用し

た農業経営モデルや地域農業ビジネスモデルの展開に寄与しており、中期計画は達成さ

れた。 

農業への多様な参入方式や人材育成方策の策定に関しては、「新規就農指導支援ガイド

ブック」は、主要な就農方式ごとの特徴を踏まえ、さらに新規就農者定着に重要な就農

支援者・指導者向けを意識した点が特徴であり、就農指導を行う際に参考となるツール

や手法等も解説されている。全国・県段階での新規就農相談センター等での利用により、

多様な参入方式による就農促進に大きく寄与すると期待され、中期計画は達成している。

また、農業版経営診断システムの開発と新たな経営システムの確立に関しては、GAP関係

の成果は、経営改善に寄与するとして日本 GAP 協会等で普及が進められている。平成 25

年度に開発した「CAPSS」は、経営の PDCA サイクルに沿って支援を行うことが可能であ

り、これにより農業経営管理システムの革新が図られると期待され、平成 26年度に中期

計画は達成された。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

「地域農業情報」システムではプレスリリースを行い、3千件以上ダウンロードされ、

活用されている。「水田放牧の手引き」については、プレスリリースやウェブサイトでの

公開とともに出前技術指導や研究会での講演を通じ普及を進めた。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 低コスト高生産性水田・畑輪作システムの確立、

新技術・新品種の普及の加速化に向けた研究成果と

して、大規模経営における経営試算を通じて、主要

農業地域別の技術開発方向や水稲乾田直播、ダイズ

不耕起狭畦栽培を組み込んだ先導的生産技術体系の

生産費削減効果を明らかにしている。あわせて、今

後の担い手への農地集積や先端技術の普及効果を食

料供給の面から評価できる食料供給予測モデルのプ

ロトタイプを開発し、中期目標を達成している。 

 また、直売所の切り花向け需給調整技術やリンゴ

作の直接販売の「おすそわけ袋」活用による地域農

業のビジネスモデルをまとめ、農業者団体等での組

織的な導入が進んでいる。 

 多様な新規参入方式や人材育成方策の策定及び、

農業版経営診断システムの開発と新たな経営システ

ムの確立に関しては、「新規就農指導支援ガイドブッ

ク」、「営農計画策定支援システム（Z-BFM）」、「実績

評価・改善計画策定支援システム（CAPSS）」、GAP関

連成果について、農研機構シンポジウム、研修会等

を行い、全国の就農指導機関や JA、日本 GAP協会等

で活用されている。 

以上、中期目標に照らして、成果が着実に得られ

ていることから評定をＢとする。 

 

＜今後の課題＞ 

農林水産省で策定されている経営展望、農林水産

研究基本計画を踏まえつつ、経営的評価に基づいた

技術開発方向の提示や大規模農業法人等の経営改善

に向けた有益な知見を提供すること。 

 

＜審議会の意見＞ 

経営支援やマーケティング論の充実を期待する。 
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リース、農研機構シンポジウム開催、新聞連載、研修会等を

通じて普及を積極的に進めた。また、農業版経営診断システ

ムの開発と新たな経営システムの確立に関しては、営農計画

策定支援システム「Z-BFM」の普及と JA全農への技術移転（全

農版「Z－BFM」（仮称）の開発）、実績評価・改善計画策定支

援システム「CAPSS」についての普及を進めた。 

 

 

 

 

 

 

リンゴ作の直接販売における「おすそわけ袋」活用の所得向上等効果については、3市

町村及び大規模な 6 経営で導入が始まり、青森県リンゴ協会や中央果実協会の事業の形

で普及が進んだ。農産物直売所の「出張直売」や直売所の切り花向けの需給調整新技術

を活用したビジネスモデルについては、冊子にまとめ、プレスリリース、ウェブサイト

等で公表している。 

「新規就農指導支援ガイドブック」については、冊子及びウェブサイトで公開し、プ

レスリリースを行った。さらに、農研機構シンポジウムを開催し、普及を進めている。

また、農業版経営診断システムの開発と新たな経営システムの確立に関しては、「Z-BFM」

について引き続き全国農業協同組合連合会（全農）を中心とした普及に講師等として協

力するとともに、「全農版 Z-BFM」の開発に向けて、共同研究を通じて成果の移転を進め

た。 

 

[工程表に照らし合わせた進捗状況] 

技術開発方向の提示については、水田作、畑作等の技術開発方向や先導的な技術の評

価結果は報告書として公刊されており、さらに食料供給予測モデルや環境負荷を考慮し

た経営計画モデルも開発され、畑作の具体的な技術の評価へも利用されており、平成 27

年度に中期計画は達成された。 

地域農業のビジネスモデルの構築に関しては、「おすそ分け袋」を活用したビジネスモ

デルについて、パンフレットやウェブサイトで広めるとともに、他の経営体への適用範

囲の検討や販売実験により有効性を明らかにしており、平成 27年度に中期計画は達成さ

れた。 

農業への多様な参入方式や人材育成方策の策定に関しては、「新規就農指導支援ガイド

ブック」など、平成 26年度に中期計画を達成した。また農業版経営診断システムの開発

と新たな経営システムの確立についても、「Z-BFM」や「CAPSS」により農業版経営診断シ

ステムを開発して、平成 26 年度に中期計画は達成されており、平成 27 年度はプレスス

リリースや農研機構シンポの開催を行い、工程表に沿って順調に進捗した。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

技術開発方向の提示については、農林水産省委託プロ「水田新作型 FS研究」にも応募

して積極的に取り組み、野菜作の動向等も踏まえつつ、大規模な水田作法人における野

菜作導入の課題を各地域的に明らかにしている。また、各課題での研究推進に当たって

は、JA 全農、日本農業法人協会、日本 GAP 協会、全国新規就農相談センター、中央果実

協会、青森県リンゴ協会等、多数の団体・機関等との連携を図りながら、成果の普及を

進めている。 

さらに、農林水産省経営局との間では、1年に 1回経営政策課との意見交換会の開催を

通じて、行政からのニーズ把握及び成果紹介を行っており（平成 27年は 10月に開催）、

経営分野の特性を活かした研究推進及び成果の受け渡しに努めている。 

 

以上のように、研究成果が順調に創出され、着実な業務運営により中期計画が達成さ

れ、成果の普及の取り組みが進んでいることを評価する。 
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４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１－１―（２） 自給飼料基盤の拡大・強化による飼料生産向上と効率的利用技術の開発 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法第十四条 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度   23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

主要普及成果数 3 2 3 4 4  投入金額（千円） 468,154 420,970 397,579 528,382 748,102 

品種登録出願数 10 2 9 3 11  うち交付金 209,417 209,068 217,315 337,335 327,149 

特許出願数 2 4 0 5 9  人員（エフォート） 142 132.6 127.2 121.3 115.1 

査読論文数 92 81 79 78 78        

プレスリリース数 4 2 5 3 2        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

飼料の自給率を向上させるため、水田を活用した飼料作物の生産と利用の向上、多毛作の拡大や耕

作放棄地の解消などに向けた高度な土地利用体系の確立や、国産飼料に立脚した飼料給与体系の確立

が課題となっている。 

このため、水田に適した多収な飼料作物の開発と生産・給与技術の体系化、地域条件に対応した飼

料作物の開発と自給飼料生産・利用技術体系の確立、自給飼料多給時の畜産物の品質の制御及び高付

加価値化技術の開発を行う。 

特に、単収 1t/10aかつ食用米と識別性のある飼料用米品種の育成、家畜・家きんなどに供給されて

いる輸入トウモロコシに代替できる飼料用米等の調製・給与技術の開発及び草地、水田、耕作放棄地

等を高度活用した放牧をとり入れた飼養管理技術を確立する。 

 

中期計画（中課題１） 

 水田における低コスト飼料生産の拡大を図るため、各地域の条件に適合した耐冷性、耐病虫性及び

直播栽培適性等の改良を行うとともに、①高 TDN 収量（1.0～1.2t/10a）の稲発酵粗飼料用多収稲品

種や②外観上識別性を備えた飼料用米向け多収品種（粗玄米収量 1.0t/10a）を育成する。 

中期計画（中課題２） 

 水田、飼料畑、草地の高度利用を促進するため、①水田転換畑で栽培可能な耐湿性トウモロコシ実

用品種を育成するとともに、②寒地・寒冷地向け高糖含量オーチャードグラス品種や③暖地向け晩播

用早生トウモロコシ品種等、地域条件に対応した品種を育成する。さらに、革新的な飼料作物の開発

に向け、④画期的育種素材作出や病害虫抵抗性等の有用形質改変のための DNA マーカーの開発等を進

める。 

中期計画（中課題３） 

 飼料生産・利用においては、①コントラクター活用による低コスト化・軽労化を実現する省力播種

技術（播種時間、燃料消費を現状の 5割まで削減可能な播種技術）、土壌診断に基づく資源循環型肥培

管理技術、②暖地における 2年 5作体系による高度土地利用飼料生産技術、③寒冷地における省力・

省資源自給飼料生産技術、及び④耕畜連携による水田の周年飼料生産利用技術等を体系化する。⑤公

共牧場への 3か月齢未満からの預託を可能にする超早期放牧育成技術等、土地資源を高度に活用した

放牧技術を開発する。さらに、⑥⑦輸入穀類に代わる自給濃厚飼料資源として飼料用米やトウモロコ

シ雌穂（イアコーン）サイレージの生産・利用技術を開発する。 

中期計画（中課題４） 

 飼料調製・給与においては、国産飼料利用率の向上を図るため、①TMRセンター向けの発酵 TMR調
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製技術、②発酵微生物や代謝産物の機能性を活用した高機能飼料調製利用技術、③飼料の生産履歴管

理等により安全性を確保する広域国産飼料流通技術等を開発する。④飼料用米については乳肉牛への

最大可能給与量を明らかにし、濃厚飼料のでん粉源をすべて飼料用米等の国産飼料とした乳牛向け飼

料調製・給与メニュー、⑤中小家畜向け飼料用米利用モデルを開発する。 

中期計画（中課題５） 

自給飼料多給による一層のコスト低減と地域条件を活かした特色ある高付加価値で高品質な乳肉生

産のため、①草地の生産性の季節変化と泌乳ステージを対応させて放牧を最大限に取り入れることに

より生産コストを現状から 3 割削減可能な低コスト乳牛飼養技術を開発するとともに、②放牧後の代

償性成長や③水田・耕作放棄地を活用した放牧肥育による赤身牛肉生産技術及び生産物の品質評価技

術、④⑤飼料用稲や多様な自給飼料資源を活用した黒毛和種生産技術等を開発する。 

年度計画 

 イネ発酵粗飼料用多収イネ品種については、目標 TDN収量を達成する新品種候補系統｢関東飼 265号｣を開発したが、さらに、各地での栽培に適し、極多肥・少肥適性、いもち耐病性、耐冷性（北海道、

東北）、小穂性、低リグニン性、低ケイ酸性を有し、高 TDN収量（1.0～1.2t/10a)を達成する有望系統について、地域適応性を評価し、品種出願の可否を判断する。加えて、米麦２毛作向けに、早熟性・縞

葉枯病抵抗性を付与した有望系統の地域適応性を評価する。飼料用米向け多収品種については、目標収量を達成する新品種候補系統｢関東 264号｣を開発したが、さらに、各地での栽培に適し、極多肥・少

肥適性、いもち耐病性、耐冷性（北海道、東北）、識別性を有し、目標収量（粗玄米収量 1.0t/10a)を達成する有望系統について、地域適応性を評価し品種出願の可否を判断する。除草剤感受性を導入した

有色米については、現地試験等の結果を踏まえ品種登録出願の可否を判断する。 

耐湿性トウモロコシについては、耐湿性を導入した F1系統の耐湿性の評価等を行い品種出願の可否を判断する。オーチャードグラスについては、平成 26年度に多収でサイレージ適性に優れる「北海 30

号」を育成して終了した。地域条件に対応した品種の育成については、寒冷地向けの高越冬性早生イタリアンライグラス系統「東北 5号」、「東北 6号」の地域適応性等を明らかにし、品種登録出願の可否

を判断する。革新的な飼料作物の開発に向けて、越冬性及び永続性に優れるフェストロリウム育種素材を開発する。また、病虫害抵抗性 DNAマーカー開発では、トウモロコシワラビー萎縮症抵抗性の選抜

マーカーを開発する。 

飼料生産・利用のうち、省力播種技術に関しては、開発した二毛作条件におけるトウモロコシの各種省力播種技術の比較検証を行い、前作や所有機械等の条件に基づいて最適な播種法を提示可能となる

よう、各技術のメニュー化を図る。肥培管理技術として、土壌のカリ及び窒素の診断に基づくトウモロコシの効率的な施肥管理法を実証する。暖地のトウモロコシ二期作と多収 2年 5作体系を実規模で比

較し、開発された多収 2年 5作体系の有効性評価と体系化を行う。寒冷地における省力・省資源自給飼料生産技術について、緑肥を用いたトウモロコシの窒素、リン酸施肥削減技術を開発する。飼料用ダ

イズの無農薬リビングマルチ栽培体系を実証するとともに、高品質なダイズサイレージの収穫・調製体系を提示する。さらに、草地への投入資材コストと生産性との関係を評価する。草地の肥培樹、庇陰

樹として有望なマメ科樹種を選定し、その利用モデルを提言する。耕畜連携による水田の周年利用技術については、飼料用イネ・麦の適正給与技術を明らかにする。水田周年飼料生産技術導入による耕畜

連携モデルの組織化及び経済性を明らかにする。また、耕畜連携による水田の周年飼料生産利用技術体系のマニュアル等を作成する。土地資源を高度に活用した放牧技術については、周年放牧技術、効率

的土地利用計画と草地管理技術、超早期育成技術導入等による費用低減と利用率向上策を考慮した合理的な公共牧場運営方策を提言する。輸入穀物に代わる自給濃厚飼料資源としてトウモロコシ雌穂（イ

アコーン）サイレージの生産・利用技術については、イアコーン向け飼料用トウモロコシを組み入れた畑輪作体系を構築する。流通を想定したイアコーンサイレージの品質評価基準を策定するとともに、

イアコーンサイレージ等自給濃厚飼料を活用した乳牛向け飼料メニューを提示する。農畜産廃棄物の有効利用に向けた高度資源化手法を提示する。また、耕畜連繋によるイアコーンサイレージの生産利用

技術マニュアルを策定するとともに、自給濃厚飼料生産利用を軸とした新たな耕畜連携モデルを提示する。 

飼料調製・給与技術については、発酵 TMRの品質予測モデルの実証と国産飼料高配合発酵 TMRのメニューを提示する。また、発酵 TMRの通年安定調製貯蔵に有用な優良微生物及び被覆資材の利用による

発酵 TMRの実証試験を行い、実用化を図る。高機能飼料調製利用技術については、イムノバイオティクス等を家畜・家禽へ投与し、抗菌性飼料添加物等に依存しない飼養管理技術を確立する。安全性を確

保した広域国産飼料流通技術については、生産履歴管理システムとロールベール運搬用荷役技術を組み合わせた広域流通実証試験を行い、実用化を図る。飼料用米等の調製・給与技術については、現状の

乳生産水準に即した飼料用米の最大可能給与量を明らかにするとともに、濃厚飼料のデンプン源を全て飼料用米等の国産飼料に置き換えた乳牛向け TMRメニューを提示する。肥育牛に対する飼料用米の最

大可能給与量を明らかにするとともに、濃厚飼料のデンプン源を全て飼料用米等国産飼料に置き換えた肥育牛向け TMRメニューを提示する。また、飼料用イネ・ムギやエコフィード等を活用した肥育全期

間向け給与メニューを提示し、高付加価値牛肉生産技術を提示する。中小家畜向け飼料用米利用モデル開発については、鶏の成長期に作用する代謝制御因子の機能を調節しうる機能性飼料添加物の探索・

作用確認を行う。米ソフトグレイン、エコフィード及びその他自給飼料を組み合わせた豚の飼養体系を確立する。鶏の飼料用米での現場レベルの実証を行う。 

自給飼料多給による低コスト乳牛飼養技術の開発に向けて、草地を活用した乳牛飼養技術について、開発された技術を導入した営農モデルを提示する。また、乳製品評価手法に基づく高付加価値乳製品

製造技術を提示する。地域条件を活かした特色ある高付加価値で高品質な牛肉生産に向けて、寒冷地における放牧肥育のために、ダイズサイレージを利用した代償性発育による効率的赤身牛肉生産システ

ムを提示する。短角牛夏季子牛生産技術を提示する。赤肉生産に適した飼養と牛枝肉評価方法を提示する。暖地における放牧肥育のために、周年放牧肥育のための草地管理技術及び飼養管理技術を統合化
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したマニュアルを作成する。また、放牧牛肉生産・供給のための販売戦略を提案する。飼料用イネや多様な自給飼料資源を活用した黒毛和種生産技術については、牧場調製型収穫システムの輸送効率向上

させた収穫システムについて現地実証を行う。放牧、飼料用イネ「たちすずか」等の地域自給飼料資源を活用して生産した黒毛和種牛肉の筋肉内栄養成分、物性等の特性を明らかにする。また、地域自給

飼料資源と放牧を活用した黒毛和種生産技術を開発する。黒毛和種繁殖雌牛の分娩前後の血液成分動態等と飼料、分娩後卵巣動態等との関係を明らかにする。分娩後の繁殖機能回復を図るための飼養管理

手法を提示する。さらに、発情発見システムの実証を含めた周年屋外飼養の総合評価試験を行う。 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

[主な業務実績] 

飼料用イネ品種の開発では、稲発酵粗飼料用多収品種とし

て、温暖地向けの縞葉枯病抵抗性で小穂性の「中国飼 219 号」

(TDN 収量：0.98t/10a)を新品種候補とした。飼料用米向け

多収品種としては、寒地向きの耐冷性に優れ、粗玄米収量

1.1t/10aを達成した「北海 327 号」、温暖地西部向きの縞葉

枯病抵抗性で葉いもちに強く直播適性のある｢中国 217 号｣

(粗玄米収量 0.91t/10a)を新品種候補とした。 

飼料作物品種の開発では、耐湿性 QTLを導入したトウモロ

コシ F1 系統「那交 907 号」が耐湿性の向上と収量性等は既

存品種と同程度であることを確認し、新品種候補とした。そ

の他地域条件に対応した品種開発として、寒冷地での二毛作

飼料生産を可能とし、飼料生産性の向上への貢献が期待でき

る高越冬性早生イタリアンライグラス品種「東北 5号」を育

成した。また、品種開発を支える基盤的研究では、フェスト

ロリウムの育種素材として、越冬性の 4系統を開発するとと

もに、高永続性の育種素材も 1系統を開発した。トウモロコ

シのワラビー萎縮症の DNAマーカーについても開発した。 

飼料生産・利用技術の開発においては、飼料用トウモロコ

シの新たな土壌養分活用型のカリ及び窒素の施肥管理技術

を開発し、その有効性を実規模でも確認した。暖地における

高度土地利用飼料生産のための 2年 5作体系が開発され、収

量の向上と作期の分散を両立するための栽培方法を営農現

場に提示した。ソルガム新品種「涼風」や「峰風」を活用し

た新たな栽培体系が開発されたほか、最新の気候変動シナリ

オに基づいたトウモロコシ二期作の栽培適地を判定する手

法を開発した。寒冷地における高タンパク飼料生産のため

に、これまでに開発した無農薬リビングマルチ栽培体系及び

ダイズホールクロップサイレージの生産・調製体系について

実証試験等を通じて技術の完成度を高めた。飼料用トウモロ

コシと草地に関しては、ヘアリーベッチの緑肥利用による窒

素とリン酸の節減効果、及びマメ科樹種の導入が生産力に及

ぼす影響の解明等、省力・省資源管理技術の構築に有用な成

評定：Ｂ 

[中期目標に照らし合わせた成果の評価] 

稲発酵粗飼料用多収品種として、温暖地向けの縞葉枯病抵抗性で小穂性の「中国飼 219 号」

を新品種候補とした。飼料用米向け多収品種としては、寒地向きの耐冷性に優れ、粗玄米収量

1.1t/10aを達成した「北海 327 号」、温暖地西部向きの縞葉枯病抵抗性で葉いもちに強く直播適

性のある｢中国 217号｣を新品種候補とし、収量目標を達成する品種を育成している。3品種とも

普及の見込める品種と評価する。 

飼料作物品種の開発で育成された新品種候補「那交 907号」は、世界に先駆けて野生種｢テオ

シント｣の耐湿性 QTLを解析し、実際の育種に応用した成果として高く評価でき、湿害が発生す

る水田転換畑でのトウモロコシ栽培の拡大に寄与するものである。民間との共同研究により、

育成したイタリアンライグラスとエンバク品種は、登録の直後に種子の販売と普及が可能とな

ったものもあり普及が進んでいる成果として評価できる。 

飼料生産・利用において開発された飼料用トウモロコシの新たな土壌養分活用型のカリ及び

窒素の施肥管理技術は、畜産農家における精密な肥培管理及び肥料費の節減を可能とし、暖地

における 2 年 5 作体系は収量の向上と作期分散の両立を可能とし、営農現場に貢献する成果で

ある。寒冷地における飼料生産では、ダイズホールクロップサイレージの生産・調製体系につ

いて技術の完成度を高め、これまで高タンパク質飼料であるアルファルファの生産が困難であ

った地域において、高タンパク質飼料の自給を可能とする特筆すべき成果である。耕畜連携に

よる水田の周年飼料生産利用技術に関しては、飼料用イネ・ムギの栄養価推定法など得られた

成果を各種マニュアルに記載し、飼料用イネの普及・啓蒙に役立っている。さらに、現行の水

田転作助成制度下において、経済的に成立する麦ホールクロップサイレージ収量を明らかにし

た成果は、イネムギホールクロップサイレージ二毛作体系の普及に貢献している。公共牧場の

高度利用は、平成 26 年度より「攻めの農林水産業の実現に向けた革新的技術緊急展開事業」（以

下、革新的緊急展開事業）に採択されたことにより研究が加速し、植生管理等の個別技術を体

系化した「草地管理支援システム」を製品化したことや新型のバネ式電気牧柵を民間企業と共

同で開発したことは高く評価できる。併せて、耕作放棄地利用技術として「飼料用ムギ類の秋

冬季草量予測モデル」を開発し、革新的緊急展開事業で作成した「牧場管理効率化マニュアル」

の中で公共牧場の運営における費用低減と利用率向上ための方策として公表するなど、目標を

上回る成果が創出された。自給濃厚飼料生産においても、革新的緊急展開事業を有効に活用し、

開発したイアコーンサイレージの収穫調製利用技術の現地実証型試験を内外で実施するととも

に、マニュアルの増刷や新聞等の取材対応で積極的に情報発信することにより、自給濃厚飼料

利用の拡大に大きく貢献した。飼料調製・給与技術ではイネホールクロップサイレージ（WCS)

の安定調製・貯蔵に有望な乳酸菌製剤が開発され、平成 28年度の市販化を見込んでおり、基礎

研究から応用研究まで一貫して実施した技術開発として高く評価できる。また、イネ WCS の流

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

水田に適した多収飼料作物については民間

との共同育種に積極的に取り組み、飼料用イ

ネでは耐冷性に優れた飼料用米向けの「北海

327号」を育成し、粗玄米収量 1.1t/10aの超

多収を達成したほか、温暖地向けでは縞葉枯

病抵抗性を有する「中国 217 号」など栽培し

やすい特性を備えた品種を複数創出してい

る。また、ホールクロップサイレージ用稲「た

ちすずか」による低コスト収穫体系を確立し、

開発した収穫機は 28 年度に市販予定となっ

ている。 

さらに、トウモロコシ「那交 907号」は QTL

解析による野生種の耐湿性を付与させた世界

に先駆けた成果であり、我が国の主要な民間

種苗会社 3 社とそれぞれ共同研究を進めるこ

とによって、家畜の硝酸塩中毒リスクの低い

イタリアンライグラス「LN-IR01」、「SI-14」、

「JFIR-20」、ネコブセンチュウを抑制するエ

ンバク「スナイパー」が育成され、広域的に

普及が見込まれる成果が得られている。さら

に、消化性を高めたトールフェスク及び耐病

性に優れたトウモロコシ品種が育成されてい

る。 

飼料生産・調製・給与技術については、良

質サイレージの通年供給につながる、低温増

殖性・抗菌活性に優れた発酵飼料添付用乳酸

菌を開発し、市販化を見込んでいる。また、

「牧場管理効率化マニュアル」、「周年放牧肥

育技術マニュアル」を策定する等、土地資源

の高度利用や低コスト化と高付加価値化を目

指す放牧技術を確立している。 

また、革新的技術緊急展開事業を活用して
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果を創出した。耕畜連携による水田の周年飼料生産利用技術

に関しては、牛への飼料用稲・麦を適正に給与するための栄

養価推定法などを開発し、「稲発酵粗飼料の生産・給与技術

マニュアル」に記載した。飼料用イネムギ二毛作体系におけ

る新品種の適性を明らかにした成果は「ダイレクト収穫体系

による飼料用稲麦二毛作技術マニュアル」に記載した。また、

現行の水田転作助成制度下で、飼料用イネムギ二毛作体系は

麦ホールクロップサイレージが多収であれば経済的に成立

することを明らかにした。公共牧場の高度利用では、公共牧

場への預託牛の超早期放牧育成技術として離乳期の放牧子

牛へのセロオリゴ糖給与技術を開発し、給与マニュアルを作

成した。草地管理技術については土地利用、植生管理及び施

肥管理等の個別技術を体系化した「草地管理支援システム」

を製品化し、新型のバネ式電気牧柵を民間企業と共同で開発

した。併せて、放牧期間の延長を可能とする耕作放棄地利用

技術として「飼料用ムギ類の秋冬季草量予測モデル」を開発

した。革新的技術緊急展開事業で作成した「牧場管理効率化

マニュアル」の中で、これらの成果を公共牧場の運営におけ

る費用低減と利用率向上ための方策として公表した。自給濃

厚飼料であるイアコーンサイレージ（ECS）の普及を加速す

るため、実証型の試験により多く取り組むとともに、ECSの

品質評価基準の策定や耕畜連携モデルの提示等を行った。飼

料調製・給与技術においては、イネホールクロップサイレー

ジ（WCS)の安定調製・貯蔵に有望な乳酸菌製剤を開発し、特

許出願を行った。国産飼料の広域流通に向けた技術について

は、イネ WCSの流通基準に準拠した生産履歴管理システムの

実証や、ロールベールサイレージの水分含量を簡易に測定す

るサイレージ用水分計を実用化した。飼料用米の利用に関し

ては、低コスト安定貯蔵が可能な飼料用籾米サイレージ調製

技術の開発と現場で利用できる作業システムの構築を行っ

た。また、乳・肉牛向け濃厚飼料中のデンプン源を全て飼料

用米に置き換えた TMRメニュー、イネムギ WCSやエコフィー

ド等を活用した肥育全期間向け給与メニューの開発とマニ

ュアル等での公表、肥育牛向け飼料用米ペレットの市販化を

行った。中小家畜への飼料用米等の給与では、所内で得られ

た豚における米ソフトグレインとエコフィード給与に関す

る成果及び産卵鶏への籾米給与に関する成果を基に協力農

場において実証した。イムノバイオティクスについては、免

疫能賦活化の期待が持てる候補菌種として同定した菌につ

いて、離乳子豚に発酵リキッド等として投与し、生体を用い

通基準に準拠した生産履歴管理システムの実証やロールベールの水分含量を計測する装置の開

発等については、ロールベールを商品として広域流通させるための成果として評価する。飼料

用米の利用に関しては、安定貯蔵が可能な飼料用籾米サイレージ調製技術を開発し、作業シス

テムを構築したことは飼料用米の利用拡大に貢献するものである。中小家畜への飼料用米等の

給与については、所内で得られた成果を現場で実証し、普及活動も積極的に行ったことは評価

でき、飼料用米等の自給飼料利用による消費拡大に寄与するものである。 

草地活用乳生産では、開発された乳牛飼養技術を取り入れた営農モデルを構築して経済性評

価を行い、乳生産のコストを 3 割削減可能なことを提示するなど、業務が順調に進捗した。寒

冷地肉用牛飼養では、黒毛繁殖牛を低コストで冬期屋外飼養が可能なこと示し、農家への普及

が進んでいることは、高く評価できる。また、発情行動をモニタリングする端末を民間企業と

連携して開発し特許出願するなど、寒冷地おける肉牛飼養の拡大に寄与したと判断する。赤身

牛肉の評価において脂質酸化が指標として有効であることを確認したことは、赤身牛肉の新た

な評価法の開発に向けた成果として評価する。周年放牧技術の開発では、暖地における周年放

牧肥育のためのマニュアルを作成し、放牧牛肉の販売戦略を提案・実証するだけでなく、食農

ビジネス研究センターと連携しての放牧牛肉のレシピ集の作成や出前講座の開催等、様々な普

及活動に取り組んだことは高く評価できる。その結果として、畜産農家への周年放牧肥育技術

の普及が始まっており、平成 28年度以降も普及活動を継続する計画であり、普及の進展が望め

る。高品質牛肉生産では、「たちすずか」や長桿飼料用作物に対応する牧場調製型収穫システム

について現地実証に取り組み、市販予定の収穫機の改良へ反映させたことは、収穫システムの

完成度の向上に貢献するものである。放牧と「たちすずか」WSCを給与した黒毛和種の牛肉の特

性と経済性に関する成果は、飼料イネホールクロップサイレージ利用拡大に貢献する技術とし

て評価する。また、「たちすずか」ホールクロップサイレージ（WSC）の給与が、良好な繁殖成

績を示すことや過剰排卵処理後の胚採取成績を改善できることを示した成果は、「たちすずか」

WSCの新たな付加価値を示す知見として評価できる。 

以上により、本大課題は、本年度において目標を達成しており、得られた成果は水田におけ

る低コスト飼料生産の拡大や、水田、飼料畑、草地の高度利用、自給飼料利用の拡大に寄与す

るものである。 

 

[開発した技術の普及状況や普及に向けた取組] 

飼料用イネ品種の開発では、高糖分高消化性の小穂品種「たちすずか」の普及が西日本を中

心に各地域で進み、平成 27年度約 1,500ha普及している。福岡県で奨励品種として採用された

「モグモグあおば」が福岡県をはじめ、鹿児島県、佐賀県等で 800ha 普及している。新品種候

補｢中国飼 219号｣は縞葉枯病被害が広がる北関東の米麦 2毛作地域への導入が期待され、｢北海

327 号｣は北海道空知管内で 100ha、｢中国 217 号｣は香川県、山口県等で 200ha の作付けが予定

されている。品種の普及を促進するため、小穂品種「たちあやか」の採種法を開発し、民間企

業とも共同研究を進めるほか、飼料用イネ品種に関する講演等を積極的に実施している。 

飼料作物品種の開発では、硝酸塩中毒リスクの低減のために民間会社とそれぞれ共同育成し

た早生イタリアンライグラスの 3 品種、及びネコブセンチュウの増殖を抑制する極早生のエン

バク品種「スナイパー」は種子の販売も開始されており、普及が開始されている。また、品種

の普及に向けて、実証試験及び育成品種の普及指導員等への情報提供を積極的に行なっている。 

開発技術の社会実装に向けた研究に取り組む

ことにより、「たちすずか」やイアコーン（ト

ウモロコシの雌穂）サイレージの生産・利用

技術が普及している。 

以上、中期目標に照らして、成果が着実に

得られていることから評定をＢとする。 

 

＜今後の課題＞ 

地域の栽培条件に応じた安定多収の飼料用

水稲品種の育成とともに、飼料用米の給与に

よる高品質な畜産物生産、飼料価格高騰に対

応する高栄養飼料生産など、水田の高度利用

による飼料自給率向上に資する技術開発を図

ること。地域条件を活かした低コスト乳肉生

産技術を体系化し、社会実装を進展させるこ

と。 

 

＜審議会の意見＞ 

今後、畜産業や畜産経営との連携により成

果の社会実装を積極的に進めることを期待す

る。 
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た評価系でその有効性を確認した。 

草地活用乳生産では、採草地の栄養収量向上技術、放牧期

間の延長技術、大牧区放牧を実施する酪農経営での放牧管理

支援ツールの利用等について、営農現場での技術係数の収集

を実施した。さらに、開発された乳牛飼養技術を取り入れた

営農モデルを構築して経済性評価を行い、乳生産のコストが

3割削減可能なことを提示した。また、官能評価をはじめと

する乳製品評価法を確立し、放牧牛乳の高付加価値化に繋が

る知見を得た。寒冷地肉用牛飼養では、開発した黒毛繁殖牛

の冬期屋外飼養の普及活動を行った。また、発情行動をモニ

タリングする端末を民間企業と連携して開発し、実用化に向

けた精度の確認を行った。多種類のアブに有効なアブトラッ

プを開発して作成法を公開したほか、放牧地での子牛生産の

有効性や 2 シーズン放牧での冬期舎飼肥育に国産ダイズサ

イレージが使用出来ることを確認した。赤身牛肉の評価にお

いては脂質酸化と官能評価との相関を明らかにし、赤身肉評

価の指標として脂質酸化が有効であることを確認した。周年

放牧では、暖地における周年放牧肥育のための草地管理及び

飼養管理技術を総合化したマニュアルを作成するとともに、

放牧牛肉の販売戦略を提案し、実証した。さらに、食農ビジ

ネス研究センターと連携して放牧牛肉のレシピ集の作成、

「九州沖縄放牧肥育生産振興協議会」の活動、出前講座（成

果宅配便）の開催、農林水産省九州農政局との連携等の普及

活動に取り組んだ。高品質牛肉生産では、「たちすずか」や

長桿飼料用作物に対応する牧場調製型収穫システムについ

て、生産者、企業、大学、県等と連携して現地実証に取り組

み、得られた問題点は市販予定の収穫機の改良へ反映した。

肥育後半に放牧と「たちすずか」WCS多給を組み合わせた肥

育技術により生産した黒毛和種牛肉の特性と経済性を示し

た。「たちすずか」WCS給与を取り入れた飼養管理において、

黒毛和種繁殖牛が分娩後に良好な繁殖成績を示すことや過

剰排卵処理後の胚採取成績が改善できることを示した。 

飼料生産・調製･給与技術の開発においては、開発されたトウモロコシの耕うん同時畝立て播

種技術について現地試験やプレスリリース等により普及を進めた。耕畜連携による水田の周年

飼料生産利用に関しては、「稲発酵粗飼料の生産・給与技術マニュアル」への記載や発行済みの

既刊の「ダイレクト収穫体系による飼料用稲麦二毛作技術マニュアル」への問い合わせ対応な

どで、普及・啓蒙を実施している。公共牧場高度利用では、公共牧場を実証地として研究を実

施するとともに、農家や畜産関係者を対象とした現地検討会、「放牧活用型畜産に関する情報交

換会」等を開催し、普及を進めた。イアコーンサイレージの生産･利用技術についても、実証型

の試験に多く取り組むとともに、第 1版マニュアルの 500部増刷等成果の公表も積極的に行い、

普及面積を 220ha まで拡大した。飼料調製・給与技術で開発された「生産履歴管理システム」

については、現地講習会、情報交換会、各種普及誌等で普及活動を行い、イネムギ WCS を生産

するコントラクター等への普及を図っており、実証試験を実施した群馬県ではイネ 45ha、ムギ

15ha の WCS 生産で活用されている。また、自給飼料の近赤外分析計による栄養価の迅速分析に

関する平成 26年度の成果について、講演会や講習会等を通じて普及を加速している。周年放牧

肥育では、マニュアルを作成し、放牧牛肉の販売戦略を提案したほか、出前講座の開催、関係

機関との連携等により技術の普及に取り組んでいる。 

 

[工程表に照らし合わせた進捗状況] 

いずれの課題も工程表に沿って着実に業務が進捗しており、なかでも、飼料用イネ品種の開

発、飼料生産・利用技術の開発、公共牧場高度利用技術の開発、飼料用米や飼料用イネの飼料

調製・給与技術の開発、周年放牧技術の開発は、工程表を大幅に上回って業務が進捗した。 

 

[研究成果の最大化に向けて] 

飼料作物品種については、種苗会社との共同研究により、種子増殖から品種普及までの期間

短縮を図って いる。草地管理支援システム、乳酸菌製剤、サイレージ用水分計、長桿飼料用作

物に対応する収穫機などについても民間と共同で開発し、市販化を促進している。公共牧場高

度利用、自給濃厚飼料生産、草地活用乳生産では、平成 26 年から 27 年の革新的緊急展開事業

を活用して現地実証型研究に取り組み、普及につながる成果を多く生み出した。放牧肥育技術

については、食農ビジネス研究センターと連携しての放牧牛肉のレシピ集の作成、「40 以上の団

体会員が 参加する「九州沖縄地域における放牧・粗飼料多給による赤身牛肉生産振興協議会」

や「熟ビーフ」連絡会（島根県内の関係機関、放牧組合、JA、県外の実需者等）との連携によ

り技術の普及活動を推進している。また、開発した技術等は、飼料の生産・利用拡大に向けた

各地域の農政局主催の会議で講演するなど、行政との連携に努めている。 

 

以上、研究成果が順調に創出されていることに加えて、開発した技術の実用化・普及が進ん

でいることを評価する。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１－１―（３） 家畜の代謝特性に基づく飼養管理及び家畜の安定供給のための育種・繁殖技術の開発 

関連する政策・施策 農林水産研究基本計画 
当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法第十四条 

当該項目の重要度、難易

度 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：0161 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度   23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

主要普及成果数 1 1 3 2 2  投入金額（千円） 229,858 224,823 189,786 375,571 280,256 

品種登録出願数 0 0 0 0 0  うち交付金 102,070 95,275 86,854 100,882 91,120 

特許出願数 5 2 1 1 2  人員（エフォート） 51.7 50.7 48.8 46.2 43.9 

査読論文数 70 68 62 54 44        

プレスリリース数 1 3 0 2 0        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中期目標 

 家畜の生産力が向上した反面、繁殖成績の低下や生産病の発生、供用年数の短縮などの阻害要因が

顕在化している。これらの問題の解決に向けて、育種、繁殖、飼養管理等に関わる要因を改善する技

術の開発が求められている。 

このため、家畜の生涯生産性向上に向けた遺伝的評価法や多様なニーズに応じた育種改良技術の開

発、受胎率改善技術や家畜生殖細胞・胚安定供給技術等の繁殖技術の高度化、家畜の代謝特性に基づ

いた精密栄養管理技術の開発を行う。 

特に、泌乳パターンの平準化による省力的な乳牛管理技術及び分娩前後の精密栄養管理技術や抗酸

化能等を有する飼料の活用技術を開発する。また、ミツバチ不足に対応した養蜂技術を開発する。 

 

 

中期計画（中課題１） 

 家畜育種では、①家畜の生涯生産性を向上させるため、家畜の強健性や繁殖性等について遺伝的能

力の評価基準を開発する。また、②鶏の経済形質の改良に有用な遺伝情報を探索するとともに、育種

素材開発のための遺伝子改変技術を確立する。③ミツバチではミツバチ不足に対応し、蜂群の維持に

最も重要な抗病性付与技術を開発する。 

中期計画（中課題２） 

 繁殖では、近年、発情微弱化や胚死滅により牛の受胎率が低下している。そこで、①発情微弱化要

因及び②妊娠維持機構を解明し、発情発現の明瞭化方策を提示するとともに、早期妊娠診断や胚死滅

時期の特定に利用できる妊娠のモニタリング指標を策定する。また、③黄体機能の賦活による受胎率

向上技術、④抗酸化機能性物質等を活用した繁殖性改善技術を開発する。 

中期計画（中課題３） 

 家畜胚生産を高度化するため、①遺伝子発現やエピジェネティクス情報等を活用したクローン胚等

の品質評価法、②個体への発生能の高い生殖細胞・③胚の生産及び④長期保存技術など、生殖工学手

法を活用した高品質な生殖細胞・胚の生産を可能とする基盤技術を開発する。 

中期計画（中課題４） 

 飼養管理では、生産水準の高度化に伴い、強い生理的負荷に起因する代謝性疾患等が起きやすくな

っている。そこで、①精密な栄養管理に加え、②機能性飼料添加物を利用することなどにより、高い

生産効率を確保しつつ、③健全性を栄養生理面から改善可能な飼養管理技術を開発する。 

中期計画（中課題５） 

 国産畜産物の更なる品質向上と生産の効率化を目指し、①家畜の初期成長期の栄養制御がその後の






























































































































































































































































